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規　　　　　則
 　　　　　　　　　　　　

　山形県公報発行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

山形県規則第47号

山形県公報発行規則の一部を改正する規則

　山形県公報発行規則（昭和37年２月県規則第６号）の一部を次のように改正する。

　第８条第１項ただし書中「原議の」を「文書管理システム（電子計算機を使用して文書の収受、起案、決裁、保

存、廃棄その他の公文書の管理に関する事務の処理を行うための電子情報処理組織であつて、高等教育政策・学事

文書課長が管理するものをいう。）によらずに作成した原議の」に改め、同条第３項中「県公報に登載した事項に

係る原議には、」を「第１項の規定により提出された原稿に係る事項を県公報に登載した場合は、県公報登載依頼

票に登載した県公報の発行月日を記載し、又は原議に」に改める。

　　　　　　　　　「

　別記様式第１号中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同様式に次の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

注書を加える。

（注）例文伺いを承認された事項について登載依頼をする場合は、「例文伺承認番号」欄に例文伺登録簿の承認

番号を記載すること。

附　則

　この規則は、令和８年８月１日から施行する。

希望登載

月　　日
　月　　日　　曜日

登載の期

日又は期

限を指定

する場合

は、その

法令上の

根拠その

他の理由

希望登載

月　　日
　月　　日　　曜日

登載の期

日又は期

限を指定

する場合

は、その

法令上の

根拠その

他の理由

例 文 伺

承認番号

県 公 報

発行月日
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訓　　　　　令
 　　　　　　　　　　　　

山形県訓令第13号

庁　　　　　中

出　先　機　関

　山形県公印規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

山形県公印規程等の一部を改正する訓令

　（山形県公印規程の一部改正）

第１条　山形県公印規程（昭和35年４月県訓令第12号）の一部を次のように改正する。

　　第７条第２項及び第３項中「原議書」を「原議」に改める。

　（山形県公文書管理規程の一部改正）

第２条　山形県公文書管理規程（令和２年３月県訓令第２号）の一部を次のように改正する。

目次中「第22条」を「第20条」に、「第23条」を「第21条」に、「第40条」を「第41条」に、「第41条－第43

条」を「第42条－第44条」に、「第44条－第48条」を「第45条－第49条」に、「第49条・第50条」を「第50条・第

51条」に、「第51条－第53条」を「第52条－第54条」に、「第54条」を「第55条」に、「第55条－第57条」を「第

56条－第58条」に、「第58条・第59条」を「第59条・第60条」に、「第60条・第61条」を「第61条・第62条」に改

める。

第１条中「第26条第１項第２号」を「第24条第１項第２号」に、「第33条第１号並びに第40条」を「第38条」

に改める。

第２条第９号中「をいう。）」を「をいう。以下同じ。）」に改め、同条中第15号を削り、第16号を第15号と

し、同号の次に次の１号を加える。

(16) 文書管理システム　電子計算機を使用して文書の収受、起案、決裁、保存、廃棄その他の公文書の管理

に関する事務の処理を行うための電子情報処理組織であって、総務部高等教育政策・学事文書課長（以下

「高等教育政策・学事文書課長」という。）が管理するものをいう。

第２条第17号中「をいう」を「（文書管理システムを除く。）をいう」に改める。

第４条第２項中「総務部高等教育政策・学事文書課長（以下「高等教育政策・学事文書課長」という。）」を

「高等教育政策・学事文書課長」に改める。

第５条第３項第４号中「廃棄」を「廃棄（電子文書の削除を含む。以下同じ。）」に改める。

第８条第３項第１号中「収受（」を「配布及び収受（」に、「除く。）」を「除く。）の補助」に改める。

第11条第１項を次のように改める。

公文書は、他の法令等の規定により書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。第45条

第２項において同じ。）により作成し、取得し、又は保存しなければならない場合、当該公文書を電磁的方法

（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。以下同じ。）により

管理することによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情があると総括文書

管理者が認める場合を除き、電磁的方法により作成し、取得し、又は体系的に保存するものとする。

第11条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。

２　公文書のうち文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシステムによる方

法により体系的に保存するものとする。

３　公文書（電子公文書を除く。）は、常に丁寧に取り扱うとともに、その受渡しを確実に行い、汚損が甚だし

いときは、適宜の方法により補修し、常に公文書の内容が明らかであるようにしておかなければならない。

第15条第２項中「山形県イントラ情報システム」を「山形県庁ポータルサイト」に改める。

第16条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（文書の配布）」を付し、同条第３項を削る。

第17条及び第18条を次のように改める。

　　（勤務時間外の文書の取扱い）

第17条　勤務時間外に送達された文書（電子文書を除く。）は、文書主管課の長（以下「文書主管課長」とい

う。）が指名する者が受領し、次に掲げる方法により処理し、文書取扱担当者に引き継がなければならない。
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(1)	内容証明及び配達証明並びに持参人が権利の得喪に関係ある旨を表明した文書は、当該文書の封皮又は余

白に到着の日時を記入しておくこと。

(2)	書留の取扱いによる文書は、書留文書送達簿に所要の事項を記入すること。

(3)	前２号以外の文書は、結束しておくこと。

２　前項に規定する文書主管課長が指名する者は、受領した文書で緊急の処理を要すると認められるものについ

ては、直ちに名あて者又は関係者に連絡しなければならない。

　　（郵便料金の不足又は未納の場合の取扱い）

第18条　文書主管課又は前条第１項に規定する文書主管課長が指名する者において郵便料金が不足又は未納の郵

便物の送達を受けた場合は、発信者が官公庁であるとき又は公務に関し特に必要と認めたときに限り、その不

足又は未納の料金を支払って受領することができる。

第19条中「次条において同じ。」を削る。

第20条及び第21条を次のように改める。

　　（収受した文書の処理）

第20条　文書取扱担当者は、文書取扱主任者の指示により、収受した文書を担当の係長（これに準じる職にある

者を含む。以下「担当係長」という。）、担当者又は名あて者（以下「担当係長等」という。）に配布しなけれ

ばならない。

２　担当係長等は、文書管理システムに、件名、収受年月日その他必要な事項を入力し、収受した文書その他必

要な書類を添付して登録することにより収受文書管理簿（別記様式第３号）への登録を行わなければならな

い。ただし、収受した文書に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、収受文書管理簿への登録を

要しないものとする。

３　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた紙の文書について、収受の手続をとる必要がないと文書取

扱主任者が認める文書を除き、受付日付印を押印しなければならない。ただし、前項の規定により収受文書管

理簿に登録した文書については、この限りでない。

４　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた文書のなかに異例又は疑義のあるものがあるときは、速や

かに上位の職員に提示して処理方針、処理期限、合議の有無等必要な指示を受けなければならない。

５　直接文書の送達を受けた者は、収受した文書について、前３項の規定の例により当該文書を処理しなければ

ならない。

　　（文書の起案等）

第21条　文書の起案は、文書管理システムに、件名、内容、理由、経緯等の必要な事項を入力し、文案、関係文

書その他必要な書類（以下「文案等」という。）を添付して登録することにより行われなければならない。た

だし、文案等に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、当該文案等を添付しないことができる。

２　前項ただし書の場合において、起案を行った者（以下「起案者」という。）は、当該文案等に文書管理シス

テムにより出力した添付文書管理票を添えて回付を行うものとする。

３　第１項の規定にかかわらず、次に掲げる場合においては、文書管理システムによらずに起案を行うことがで

きる。

(1)	業務に電子決裁システム（電子決裁機能を有するもの又は決裁欄が印字された起案用紙が出力できるもの

に限る。）を使用する場合

(2)	決裁又は合議を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(3)	起案を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(4)	前３号に掲げる場合のほか、文書管理システムにより起案を行わないことについて相当な理由があると総

括文書管理者が認める場合

４　前項の規定による起案は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。

(1)	前項第１号　電子決裁システムによる方法又は電子決裁システムにより出力される決裁欄が印字された起

案用紙を用いる方法

(2)	前項第２号　文書管理システムにより出力した起案用紙を用いる方法

(3)	前項第３号及び第４号　起案用紙（別記様式第４号）を用いる方法

５　定例に属する文書は、あらかじめ、高等教育政策・学事文書課長の承認したものに限り、例文伺いにより処

理することができる。この場合において、起案文書に「例文伺」及び例文伺登録簿（別記様式第５号）の承認

番号を記載するものとする。

６　高等教育政策・学事文書課長は、例文伺登録簿を備え、前項による承認の都度所要の事項を記録しておかな
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ければならない。

７　文書の回覧をするときは、文書管理システムに、件名、内容等の必要な事項を入力し、必要に応じ、関係文

書を添付して登録することにより行わなければならない。ただし、関係文書に総括文書管理者が別に定めるも

のが含まれる場合は、文書管理システムにより出力した回覧用紙を用いて処理するものとする。

８　保存期間が１年未満である文書は、収受した文書の余白に処理案を設ける等適宜の方法で処理することがで

きる。

第22条を削る。

第３章第４節の節名を削る。

第20条の次に次の節名を付する。

　　　　　第４節　文書の起案及び決裁

第23条を削る。

第24条の前の見出しを削り、同条第１項中「、起案文書」を「、第21条第４項各号に規定する起案用紙又は前

条第２項の規定による添付文書管理票を添えた文案等（以下「起案文書等」という。）」に、「当該起案文書」を

「当該起案文書等」に改め、同条第２項中「起案文書」を「起案文書等」に改め、同条を第22条とし、同条の前

に見出しとして「（起案文書等の処理）」を付する。

第25条第１項中「起案を行った者（以下「」及び「」という。）」を削り、同条を第23条とする。

第26条第１項中「起案文書で」を削り、「ものは」を「起案文書は」に改め、同項第２号中「第23条第３項」

を「第21条第５項」に改め、同条第３項中「処置」を「措置」に改め、同条を第24条とする。

第27条中「あらかじめ」及び「これをすることによって」を削り、同条を第25条とする。

第28条第２項中「のその部課の名称の上部」を削り、「朱書きし」を「記載し」に改め、同条を第26条とする。

第29条を第27条とする。

第30条の前の見出しを削り、同条中「起案文書を持ち回って」を「口頭で説明し、又は起案文書等を持ち回る

ことによって」に改め、同条を第28条とし、同条の前に見出しとして「（持ち回り決裁等）」を付する。

　第31条中「りん議」を「回議」に改め、同条を第29条とし、第３章第４節中同条の次に次の２条を加える。

　　（決裁後の処理）

第30条　起案者は、起案文書が決裁されたときは、決裁年月日を文書管理システム若しくは電子決裁システムに

登録し、又は第21条第４項各号に規定する起案用紙に記入しなければならない。

　　（決裁文書の廃案等）

第31条　起案者は、決裁文書に基づいて公文書を施行する前に当該決裁文書を廃案とし、又は当該決裁文書の内

容に変更（誤字又は脱字の訂正その他の軽微な変更を除く。）を加える必要が生じた場合、当該決裁文書を廃

案とする旨又は当該変更後の内容について、その理由を添えて改めて起案し、決裁を受けなければならない。

　２　前項の規定により起案した決裁文書は、前条の規定の例により処理するものとする。

第32条第１項中「付けなければ」を「付さなければ」に改め、同項第１号中「法令番号簿（別記様式第７号」

を「高等教育政策・学事文書課が管理する法令番号簿（別記様式第６号」に、「付ける」を「付す」に改め、同

項第２号中「別表第２による記号」を「文書管理システムにより付される記号」に、「付ける」を「付す」に改

め、同項第３号中「別表第２による」を「文書管理システムにより付される」に、「付ける」を「付す」に改

め、同項に次の１号を加える。

(4)	災害、システム障害その他やむを得ない事由により文書管理システムが利用できない場合及び複数の主務

課で同一の記号を用いる場合は、前２号の規定にかかわらず、第２号に掲げる種類ごとに別表第２による記

号及び主務課が管理する公文書番号簿（別記様式第７号）により会計年度による一連番号を付すこと。

第32条第２項中「の各号」を削る。

第33条を削る。

第34条第２項中「付けた」を「付した」に改め、「番号及び」を削り、「、当該施行文書に係る決裁文書及び公

文書番号簿（別記様式第８号）」を「文書管理システム若しくは電子決裁システムに登録し、又は当該施行文書

に係る番号及び施行年月日を第21条第４項各号に規定する起案用紙」に改め、同項ただし書を削り、同条に次の

１項を加える。

３　起案者は、公文書番号簿により施行文書の番号を付した場合、当該施行文書に係る番号及び施行年月日を公

文書番号簿に転記しなければならない。

　第34条を第33条とする。

　第35条を削る。
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　第36条第３項を削り、同条を第34条とし、第37条を第35条とし、同条の次に次の２条を加える。

　　（施行）

第36条　公文書の施行は、次に掲げる方法により行うものとする。

(1)	郵便等による発送（使送を含む。）

(2)	県公報に登載する方法

(3)	電子メール又はファクシミリ装置を使用した送信

(4)	文書管理システムを使用した送信

(5)	山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載

(6)	前号の方法に準ずる方法として総括文書管理者が別に定めるもの

　　（郵送による文書の発送）

第37条　文書取扱担当者は、郵送による発送を要する文書（主務課で直接発送する文書を除く。）を、文書主管

課長が定める時刻までに文書主管課に回付しなければならない。

２　文書を書留で発送するときは、文書主管課長が別に定める手続により行わなければならない。

第38条及び第39条を削り、第40条を第38条とする。

第61条を第62条とし、第55条から第60条までを１条ずつ繰り下げる。

第54条第１項中「第48条」を「第49条」に改め、同条第２項中「個人情報等が記載された」を削り、同条を第

55条とする。

第53条第３項中「期間満了ファイル等について、30年を超えて保存しようとするときは、あらかじめ知事に協

議し、その同意を得なければならない。この場合において、」を「施行規則第９条第２項後段に規定するところ

により」に改め、同条を第54条とする。

第52条第８項中「移管廃棄簿」を「文書管理システムをもって調製される移管廃棄簿」に改め、同項を同条第

９項とし、同条第７項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を

「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、同条第３項中

「前項」を「第２項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。

３　文書管理者は、第１項の規定により電磁的記録である期間満了ファイル等を移管するときは、暗証番号の設

定、暗号化等の保護措置の解除その他の当該公文書ファイル等を一般の利用に供するために必要な措置を講ず

るものとする。

第52条を第53条とし、第51条を第52条とする。

第50条の見出し中「公表」を「調製及び公表」に改め、同条中「は、」を「は、文書管理システムをもって調

製するものとし、」に改め、同条を第51条とする。

第49条第１項中「第51条」を「第52条」に改め、同条を第50条とする。

第48条中「第45条第１項」を「第46条第１項」に改め、第５章中同条を第49条とし、第47条を第48条とし、第

46条を第47条とする。

第45条第１項中「、保存文書引継書（別記様式第11号）を添付し」を削り、同条を第46条とする。

第44条に次の１項を加える。

２　公文書ファイル等は、他の法令等の規定により書面等により保存しなければならない場合、当該公文書を電

磁的方法により管理することによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情が

あると総括文書管理者が認める場合を除き、電磁的方法（文書管理システム又は電子決裁システムに登録した

電子公文書は、これらのシステムによる方法）により体系的に保存するものとする。

第44条を第45条とする。

第43条第１項中「第41条第１項第１号」を「第42条第１項第１号」に改め、同項に次のただし書を加える。

　ただし、他の法令等の規定により保存期間が設定されている公文書にあっては、当該保存期間とする。

第43条第２項中「もの」を「もの（以下「常用文書」という。）」に改め、同条第６項中「に掲げる」を

「の」に改め、同条第８項中「第41条第１項第３号」を「第42条第１項第３号」に改め、同条第10項を次のよう

に改める。

10　常用文書について業務に常時利用する必要がなくなったときは、第１項及び第３項から前項までの規定を適

用する。この場合において、当該文書に係る公文書作成取得日及び公文書ファイル作成日は、業務に常時利用

する必要がなくなった日とする。

第43条を第44条とし、第42条を第43条とする。

第41条第１項第４号及び第５号を次のように改める。
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(4)	電子公文書ファイル（電子公文書のみで構成される公文書ファイルをいう。）及び電子公文書について、

適切に整理し、及び保存すること。

(5)	前号の規定にかかわらず、文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシ

ステムを使用して適切に整理し、及び保存すること。

第41条第３項を次のように改める。

３　紙の公文書ファイルとして保存する場合、職員は、次に掲げる事務を行わなければならない。

(1)	公文書ファイルには、文書管理システムにより出力した文書目録又は公文書索引（別記様式第８号）を付

け、所要の事項を記載すること。ただし、保存期間を第44条第１項第５号若しくは第６号又は同条第２項の

いずれかに規定する期間に設定した公文書には、公文書索引を付けることを省略することができること。

(2)	公文書ファイルの厚さは、原則として６センチメートル以内とし、表紙及び文書管理システムにより出力

した背表紙を付けること。ただし、保存期間を第44条第１項第６号に規定する期間に設定した公文書には、

背表紙（別記様式第９号）を付けること。

第41条第４項及び第５項を削り、同条を第42条とし、第３章第５節中同条の前に次の３条を加える。

　　（電子メールによる送信）

第39条　電子メールを使用した公文書の送信については、第34条第２項の規定により公印の押印を省略した公文

書及び第35条の規定により電子署名を行った公文書について、別に定めるところにより行うものとする。

　　（文書管理システムによる送信）

第40条　文書管理システムにより起案された施行文書で県の組織に発するもの（総括文書管理者が定めるものを

除く。）は、文書管理システムを使用して送信するものとする。

　　（山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載）

第41条　山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの公文書の掲載については、電磁的記録について、

別に定めるところにより行うものとする。

別記様式第５号を削り、別記様式第６号を別記様式第５号とし、別記様式第７号から別記様式第10号までを１

号ずつ繰り上げる。

別記様式第11号を削る。

附　則

　（施行期日）

１　この訓令は、令和８年８月１日から施行する。

　（経過措置）

２　第２条の規定による改正後の山形県公文書管理規程の規定（第32条の規定を除く。）は、この訓令の施行の日

以後に収受、起案及び決裁又は施行をする文書から適用し、同日前に収受、起案及び決裁又は施行をした文書に

ついては、なお従前の例による。

　（山形県職員服務規程の一部改正）

３　山形県職員服務規程（昭和37年４月県訓令第18号）の一部を次のように改正する。

　　第32条第１号中「第21条」を「第17条」に改める。

 　　　　　　　　　　　　

告　　　　　示
 　　　　　　　　　　　　

山形県告示第559号

　農産物検査法（昭和26年法律第144号）第17条第７項の規定により、地域登録検査機関から次のとおり変更した

旨の届出があった。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　届出をした地域登録検査機関の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地　

　　庄内たがわ農業協同組合

　　代表理事組合長　海藤　喜久男

　　鶴岡市上藤島字備中下３番の１

２　届出の内容
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農産物検査員の氏名及び農産物検査を行う農産物の種類
変更年月日

変　更　前 変　更　後 備　考

叶野　浩

玄米、小麦、大豆、そば
同　　左

国内産農産

物に限る。

令和８年６月30日

石川　輝紀

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

日向　一也

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

大滝　尚

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

齋藤　正之

玄米、大豆、そば
同　　左

小林　卓史

玄米、大豆、そば
同　　左

今井　俊

玄米、大豆、そば
同　　左

野尻　秀一

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

清野　清晃

玄米、大豆
同　　左

佐藤　誠

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

梅津　茂雄

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

佐藤　俊喜

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

山木　均

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

鈴木　繁則

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

五瓶　正人

玄米、大豆、そば
同　　左

菅原　剛

玄米、小麦、大豆、そば
同　　左

五十嵐　順

玄米、小麦、大豆、そば
同　　左

大井　広明

玄米、大豆、そば
同　　左

佐藤　正春

玄米、大豆、そば
同　　左

阿部　慶和

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

庄司　学

玄米、大豆
同　　左

髙橋　健児

玄米、大豆、そば
同　　左

山口　龍士

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左
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池田　直史

玄米、大豆、そば
同　　左

小田　一貴

玄米、大豆、そば
同　　左

阿部　仁

玄米、大豆、そば
同　　左

遠藤　貞吉

玄米、大麦、大豆、そば
同　　左

板垣　渉

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

今野　今人

玄米、大豆、そば
同　　左

大滝　正人

玄米、大豆、そば
同　　左

薮田　凌也

玄米、大豆、そば
同　　左

伊藤　隆

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

佐藤　玄明

玄米、大豆、そば
同　　左

奥山　和樹

玄米、大豆、そば
同　　左

安野　仁

玄米、大豆、そば
同　　左

五十嵐　暢弘

玄米、大豆、そば
同　　左

佐藤　克典

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

阿部　秀一

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

安野　拓

玄米、大豆、そば
同　　左

高橋　歩

玄米、大豆、そば
同　　左

佐藤　文秋

玄米、大豆、そば
同　　左

板垣　綾斗

玄米、大豆、そば
同　　左

榎本　圭恭

玄米、大豆、そば
同　　左

小池　智大

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

中西　佑芽

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

佐々木　祐亮

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

海藤　義晃

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左
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山形県告示第560号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第18項の規定により、白川土地改良区の次の役員が退任した旨の届

出があった。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

五十嵐　康陽

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

金丸　秀介

玄米、小麦、大麦、大豆、そば

日向　大樹

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

上野　航汰

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

佐藤　直希

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

小野寺　美味

玄米、小麦、大麦、大豆、そば
同　　左

理事及び監事の別 氏　　　　　　名 住 所

理 事 髙 橋 文 勝 東置賜郡川西町大字上奥田3427番地４

同 小 松 新 一 西置賜郡飯豊町大字椿438番地

同 長 谷 川 　 和 　 郎 東置賜郡川西町大字大塚1439番地

同 中 村 仁 一 西置賜郡飯豊町大字添川845番地

同 竹 田 武 俊 同　　　　　　　　手ノ子1234番地

同 片 倉 和 也 東置賜郡川西町大字下小松307番地

同 内 谷 良 一 長井市今泉738番地

同 酒 井 　 茂 東置賜郡川西町大字上小松455番地

同 生 田 一 幸 同　　　　　　　　玉庭4629番地１

同 金 子 昭 雄 同　　　　　　　　西大塚876番地

同 寒 河 江 　 美 佐 子 同　　　　　　　　小松1218番地

同 藤 野 更 織 西置賜郡飯豊町大字萩生531番地

監 事 安 　 　 部 　 　 宗 右 衛 門 同　　　　　　　　小白川59番地の１

同 嶋 貫 吉 美 長井市時庭674番地
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山形県告示第561号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第18項の規定により、白川土地改良区の役員に次の者が就任した旨

の届出があった。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第562号

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、山形県知事から次の

とおり公共測量を終了した旨の通知があった。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　公共測量を実施した地域

　　長井市草岡地内

理事及び監事の別 氏　　　　　　名 住 所

理 事 髙 橋 文 勝 東置賜郡川西町大字上奥田3427番地４

同 長 谷 川 　 和 　 郎 同　　　　　　　　大塚1439番地

同 堀 越 新 一 同　　　　　　　　西大塚1879番地

同 生 田 一 幸 同　　　　　　　　玉庭4629番地１

同 後 藤 康 則 西置賜郡飯豊町大字椿1370番地

同 竹 田 武 俊 同　　　　　　　　手ノ子1234番地

同 藤 野 更 織 同　　　　　　　　萩生531番地

同 寒 河 江 　 美 佐 子 東置賜郡川西町大字小松1218番地

同 内 谷 良 一 長井市今泉738番地

同 酒 井 　 茂 東置賜郡川西町大字上小松455番地

同 石 井 　 修 西置賜郡飯豊町大字添川633番地の１

同 片 倉 和 也 東置賜郡川西町大字下小松307番地

監 事 嶋 貫 吉 美 長井市時庭674番地

同 佐 藤 修 一 東置賜郡川西町大字高豆蒄130番地

同 髙 橋 雄 一 西置賜郡飯豊町大字小白川815番地

同 佐 藤 修 一 東置賜郡川西町大字高豆蒄130番地
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２　公共測量を実施した期間

　　令和７年12月19日から令和８年６月30日まで

３　作業の種類

　　公共測量（用地測量）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第563号

　農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）第18条第１項の規定により、農用地利用集積等

促進計画を次のとおり認可した。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　農用地利用集積等促進計画の概要

２　認可年月日

　　令和８年７月17日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第564号

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、白鷹町土地改良区理

事長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があった｡

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　公共測量を実施した地域

　　西置賜郡白鷹町大字鮎貝〜同町大字高玉

２　公共測量を実施した期間

　　令和７年10月20日から令和８年３月19日まで

３　作業の種類

　　公共測量（空中写真測量）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第565号

　道路法（昭和27年法律第180号）第37条第１項の規定により、道路の占用を制限する区域を次のとおり指定する。

　なお、関係図面は、県土整備部道路保全課において令和８年７月28日から同年８月10日まで縦覧に供する。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　制限する道路の路線名及び区間

賃借権の設定等を受ける

土地の所在する市町村

賃借権の設定等を受ける

者の数
賃借権の設定等を受ける土地

金 山 町 １者 最上郡金山町大字有屋字上裏田表1027番１ほか２筆

米 沢 市 １者 米沢市広幡町大沢2793番ほか２筆

小 国 町 ２者 西置賜郡小国町大字小渡字小渡1062番ほか８筆
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２　制限の対象とする占用物件

新たに地上に設ける電柱（占用の制限の開始の期日より前に占用を認められた電柱の更新又は移設によるもの

を除く。）

ただし、電柱を地上に設けるやむを得ない事情があり、当該道路の敷地外に直ちに用地を確保することができ

ないと認められる場合は、この限りでない。

３　占用を制限する理由

災害が発生した場合に、電柱の倒壊等により緊急車両等の通行や住民の避難が妨げられ、被害が拡大すること

道路の種類及び路線名 占用を制限する区域
　

一　

般　

国　

道

113号

東置賜郡川西町大字西大塚字堂ノ前三1974番から同町大字西大塚字岡原

2412番１まで

南陽市和田字掛在家3483番１から同市和田字掛在家3468番まで

287号

米沢市窪田町藤泉字沖下1362番３から同市六郷町桐原252番３まで

東置賜郡川西町大字中小松字十王田2634番１から同町大字西大塚字荒小屋

375番３まで

344号 酒田市上安田字竹ノ内176番１から同市上野曽根字下中割100番２まで

345号 飽海郡遊佐町大字吹浦字西浜２番49から同町大字吹浦字西浜２番７まで

458号

新庄市大字本合海字トコロ沢1619番２から同市大字本合海字本合海95番１

まで

最上郡大蔵村大字清水字平ノ下1327番１から同村大字清水字上竹野198番

まで　

主　

要　

地　

方　

道

白石上山線 上山市高野字念仏檀94番３から同市蔵王の森59番まで

上山蔵王公園線 上山市高野字念仏檀94番３から山形市蔵王温泉字清水坂935番19まで

山形山寺線 天童市大字荒谷字本条16番１から山形市山寺字南院4284番３まで

天童寒河江線 天童市大字荒谷字本条16番１から同市石鳥居一丁目1232番４まで

大石田畑線
最上郡大蔵村大字清水字白須賀1525番１から同村大字清水字平ノ下1424番

１まで

新庄戸沢線
最上郡戸沢村大字古口字真柄2117番１から同村大字蔵岡字矢筈3011番50ま

で

新庄鮭川戸沢線
最上郡戸沢村大字古口字真柄2119番２から同村大字古口字真柄3000番５ま

で

菅野代堅苔沢線 鶴岡市五十川字川内袋50番９から同市五十川字川内袋10番１まで

仙台山寺線 山形市山寺字南院4218番１から同市山寺字南院4285番８まで
　

一　

般　

県　

道

南陽川西線 南陽市赤湯字川尻2933番１から同市椚塚上谷地1019番まで

新庄長沢尾花沢線

新庄市大字本合海字矢筈山1107番137から同市大字本合海字本合海95番１

まで

新庄市大字本合海字トコロ沢1619番２から同市大字福田字八幡原199番２

まで
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を防止するため。

４　占用の制限の開始の期日　令和８年８月１日 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第566号

　道路法（昭和27年法律第180号）第37条第１項の規定による道路の占用を制限する区域の指定を次のとおり解除

する。

　なお、関係図面は、県土整備部道路保全課において令和８年７月28日から同年８月10日まで縦覧に供する。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　指定を解除する道路の路線名及び区間

２　指定の解除に係る占用物件

　　新たに地上に設ける電柱

３　指定を解除する理由

　　災害が発生した場合における被害の拡大を防止するために特に必要があると認められないため。

４　指定を解除する期日　令和８年８月１日 

　教育委員会関係　

訓　　　　　令

山形県教育委員会訓令第11号

局　　　　　中

教　育　機　関

　山形県教育委員会公印規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

　　令和８年７月28日

山 形 県 教 育 委 員 会 　　　　　　　　

教 育 長　　須　　　貝　　　英　　　彦

山形県教育委員会公印規程等の一部を改正する訓令

　（山形県教育委員会公印規程の一部改正）

第１条　山形県教育委員会公印規程（昭和38年８月県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

　　第７条第２項及び第３項中「原議書」を「原議」に改める。

　（山形県教育委員会公文書管理規程の一部改正）

第２条　山形県教育委員会公文書管理規程（令和２年４月県教育委員会訓令第６号）の一部を次のように改正す

る。

目次中、「第22条」を「第20条」に、「第23条」を「第21条」に、「第40条」を「第41条」に、「第41条－第43

条」を「第42条－第44条」に、「第44条・第45条」を「第45条・第46条」に、「第46条・第47条」を「第47条・第

48条」に、「第48条－第50条」を「第49条－第51条」に、「第51条」を「第52条」に、「第52条－第54条」を「第

53条－第55条」に、「第55条・第56条」を「第56条・第57条」に、「第57条・第58条」を「第58条・第59条」に、

「第59条・第60条」を「第60条・第61条」に改める。

第２条第10号中「をいう。）」を「をいう。以下同じ。）」に改め、同条中第16号を削り、第17号を第16号と

道路の種類及び路線名 指定を解除する区域

主
要
地
方
道

米沢南陽白鷹線 米沢市中央四丁目3663番４から同市徳町2383番１まで

一
般
県
道

米沢浅川高畠線 米沢市成島町三丁目2758番２から同市信夫町5644番まで
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し、同号の次に次の１号を加える。

(17) 文書管理システム　電子計算機を使用して文書の収受、起案、決裁、保存、廃棄その他の公文書の管理

に関する事務の処理を行うための電子情報処理組織であって、総務部高等教育政策・学事文書課長（以下

「高等教育政策・学事文書課長」という。）が管理するものをいう。

第２条第18号中「をいう」を「（文書管理システムを除く。）をいう」に改める。

第５条第３項第４号中「廃棄」を「廃棄（電子文書の削除を含む。以下同じ。）」に改める。

第８条第３項第１号中「収受（」を「配布及び収受（」に、「除く。）」を「除く。）の補助」に改める。

第11条第１項を次のように改める。

公文書は、他の法令等の規定により書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。第45条

第２項において同じ。）により作成し、取得し、又は保存しなければならない場合、当該公文書を電磁的方法

（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。以下同じ。）により

管理することによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情があると総括文書

管理者が認める場合を除き、電磁的方法により作成し、取得し、又は体系的に保存するものとする。

第11条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。

２　公文書のうち文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシステムによる方法

により体系的に保存するものとする。

３　公文書（電子公文書を除く。）は、常に丁寧に取り扱うとともに、その受渡しを確実に行い、汚損が甚だしい

ときは、適宜の方法により補修し、常に公文書の内容が明らかであるようにしておかなければならない。

第15条第２項中「山形県イントラ情報システム」を「山形県庁ポータルサイト」に改める。

第16条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（文書の配布）」を付し、同条第３項を削る。

第17条及び第18条を次のように改める。

　（勤務時間外の文書の取扱い）

第17条　勤務時間外に送達された文書（電子文書を除く。）は、文書主管課の長（以下「文書主管課長」という。）

が指名する者が受領し、次に掲げる方法により処理し、文書取扱担当者に引き継がなければならない。

(1)	内容証明及び配達証明並びに持参人が権利の得喪に関係ある旨を表明した文書は、当該文書の封皮又は余白

に到着の日時を記入しておくこと。

(2)	書留の取扱いによる文書は、書留文書送達簿に所要の事項を記入すること。

(3)	前２号以外の文書は、結束しておくこと。

２　前項に規定する文書主管課長が指名する者は、受領した文書で緊急の処理を要すると認められるものについて

は、直ちに名あて者又は関係者に連絡しなければならない。

　（郵便料金の不足又は未納の場合の取扱い）

第18条　文書主管課又は前条第１項に規定する文書主管課長が指名する者において郵便料金が不足又は未納の郵便

物の送達を受けた場合は、発信者が官公庁であるとき又は公務に関し特に必要と認めたときに限り、その不足又

は未納の料金を支払って受領することができる。

第19条中「次条において同じ。」を削る。

第20条及び第21条を次のように改める。

　（収受した文書の処理）

第20条　文書取扱担当者は、文書取扱主任者の指示により、収受した文書を担当の係長（これに準じる職にある者

を含む。以下「担当係長」という。）、担当者又は名あて者（以下「担当係長等」という。）に配布しなければな

らない。

２　担当係長等は、文書管理システムに、件名、収受年月日その他必要な事項を入力し、収受した文書その他必要

な書類を添付して登録することにより収受文書管理簿（別記様式第３号）への登録を行わなければならない。た

だし、収受した文書に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、収受文書管理簿への登録を要しない

ものとする。

３　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた紙の文書について、収受の手続をとる必要がないと文書取扱

主任者が認める文書を除き、受付日付印を押印しなければならない。ただし、前項の規定により収受文書管理簿

に登録した文書については、この限りでない。

４　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた文書のなかに異例又は疑義のあるものがあるときは、速やか

に上位の職員に提示して処理方針、処理期限、合議の有無等必要な指示を受けなければならない。
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５　直接文書の送達を受けた者は、収受した文書について、前３項の規定の例により当該文書を処理しなければな

らない。

　（文書の起案等）

第21条　文書の起案は、文書管理システムに、件名、内容、理由、経緯等の必要な事項を入力し、文案、関係文

書その他必要な書類（以下「文案等」という。）を添付して登録することにより行われなければならない。ただ

し、文案等に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、当該文案等を添付しないことができる。

２　前項ただし書の場合において、起案を行った者（以下「起案者」という。）は、当該文案等に文書管理システ

ムにより出力した添付文書管理票を添えて回付を行うものとする。

３　第１項の規定に関わらず、次に掲げる場合においては、文書管理システムによらずに起案を行うことができ

る。

(1)	業務に電子決裁システム（電子決裁機能を有するもの又は決裁欄が印字された起案用紙が出力できるものに

限る。）を使用する場合

(2)	決裁又は合議を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(3)	起案を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(4)	前３号に掲げる場合のほか、文書管理システムにより起案を行わないことについて相当な理由があると総括

文書管理者が認める場合

４　前項の規定による起案は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。

(1)	前項第１号　電子決裁システムによる方法又は電子決裁システムにより出力される決裁欄が印字された起案

用紙を用いる方法

(2)	前項第２号　文書管理システムにより出力した起案用紙を用いる方法

(3)	前項第３号及び第４号　起案用紙（別記様式第４号、知事の権限に属する事務の補助執行に係る文書の起案

を行う場合は別記様式第５号）を用いる方法

５　定例に属する文書は、あらかじめ、教育政策課長の承認したものに限り、例文伺いにより処理することができ

る。この場合において、起案文書に「例文伺」及び例文伺登録簿（別記様式第６号）の承認番号を記載するもの

とする。

６　教育政策課長は、例文伺登録簿を備え、前項による承認の都度、所要事項を記録しておかなければならない。

７　文書の回覧をするときは、文書管理システムに、件名、内容等の必要な事項を入力し、必要に応じ、関係文書

を添付して登録することにより行わなければならない。ただし、関係文書に総括文書管理者が別に定めるものが

含まれる場合は、文書管理システムにより出力した回覧用紙を用いて処理するものとする。

８　保存期間が１年未満である文書は、収受した文書の余白に処理案を設ける等適宜の方法で処理することができ

る。

第22条を削る。

第３章第４節の節名を削る。

第20条の次に次の節名を付する。

　　　第４節　文書の起案及び決裁

第23条を削る。

第24条の前の見出しを削り、同条第１項中「、起案文書」を「、第21条第４項各号に規定する起案用紙又は前条

第２項の規定による添付文書管理票を添えた文案等（以下「起案文書等」という。）」に、「当該起案文書」を「当

該起案文書等」に改め、同条第２項中「起案文書」を「起案文書等」に改め、同条を第22条とし、同条の前に見出

しとして「（起案文書等の処理）」を付する。

第25条第１項中「起案を行った者（以下「」及び「」という。）」を削り、同条を第23条とする。

第26条第１項中「起案文書で」を削り、「ものは」を「起案文書は」に改め、同項第２号中「第23条第３項」を

「第21条第５項」に改め、同条第３項中「処置」を「措置」に改め、同条を第24条とする。

第27条中「あらかじめ」及び「これをすることによって」を削り、同条を第25条とする。

第28条第２項中「のその課の名称の上部」を削り、「朱書きし」を「記載し」に改め、同条を第26条とする。

第29条を第27条とする。

第30条の前の見出しを削り、同条中「起案文書を持ち回って」を「口頭で説明し、又は起案文書等を持ち回るこ

とによって」に改め、同条を第28条とし、同条の前に見出しとして「（持ち回り決裁等）」を付する。

第31条中「りん議」を「回議」に改め、同条を第29条とし、第３章第４節中同条の次に次の２条を加える。

　（決裁後の処理）
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第30条　起案者は、起案文書が決裁されたときは、決裁年月日を文書管理システム若しくは電子決裁システムに登

録し、又は第21条第４項各号に規定する起案用紙に記入しなければならない。

　（決裁文書の廃案等）

第31条　起案者は、決裁文書に基づいて公文書を施行する前に当該決裁文書を廃案とし、又は当該決裁文書の内容

に変更（誤字又は脱字の訂正その他の軽微な変更を除く。）を加える必要が生じた場合、当該決裁文書を廃案と

する旨又は当該変更後の内容について、その理由を添えて改めて起案し、決裁を受けなければならない。

２　前項の規定により起案した決裁文書は、前条の規定の例により処理するものとする。

第32条第１項中「付けなければ」を「付さなければ」に改め、同項第１号中「法令番号簿（別記様式第８号）」

を「教育政策課が管理する法令番号簿（別記様式第７号）」に、「付ける」を「付す」に改め、同項第２号中「別

表第２による記号」を「文書管理システムにより付される記号」に、「付ける」を「付す」に改め、同項第３号中

「別表第２による」を「文書管理システムにより付される」に、「付ける」を「付す」に改め、同項に次の１号を

加える。

(4) 災害、システム障害その他やむを得ない事由により文書管理システムが利用できない場合及び複数の主務課

で同一の記号を用いる場合は、前２号の規定にかかわらず、別表第２による記号及び主務課が管理する公文書

番号簿（別記様式第８号）により会計年度による一連番号を付すこと。

第32条第２項中「の各号」を削る。

第33条を削る。

第34条第２項中「付けた」を「付した」に改め、「番号及び」を削り、「、当該施行文書に係る決裁文書及び公文

書番号簿（別記様式第９号）」を「文書管理システム若しくは電子決裁システムに登録し、又は当該施行文書に係

る番号及び施行年月日を第21条第４項各号に規定する起案用紙」に改め、同項ただし書を削り、同条に次の１項を

加える。

３　起案者は、公文書番号簿により施行文書の番号を付した場合、当該施行文書に係る番号及び施行年月日を公文

書番号簿に転記しなければならない。

第34条を第33条とする。

第35条を削る。

第36条第３項を削り、同条を第34条とし、第37条を第35条とし、同条の次に次の２条を加える。

　（施行）

第36条　公文書の施行は、次に掲げる方法により行うものとする。

(1)	郵便等による発送（使送を含む。）

(2)	県公報に登載する方法

(3)	電子メール又はファクシミリ装置を使用した送信

(4)	文書管理システムを使用した送信

(5)	山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載

(6)	前号の方法に準ずる方法として総括文書管理者が別に定めるもの

　（郵送による文書の発送）

第37条　文書取扱担当者は、郵送による発送を要する文書（主務課で直接発送する文書を除く。）を、文書主管課

長が定める時刻までに文書主管課に回付しなければならない。

２　文書を書留で発送するときは、文書主管課長が別に定める手続により行わなければならない。

第38条及び第39条を削り、第40条を第38条とする。

第60条を第61条とし、第52条から第59条までを１条ずつ繰り下げる。

第51条第２項中「個人情報等が記載された」を削り、同条を第52条とする。

第50条を第51条とする。

第49条第７項中「移管廃棄簿」を「文書管理システムをもって調製される移管廃棄簿」に改め、同項を同条第８

項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項を第６項とし、第４項

を第５項とし、同条第３項中「前項」を「第２項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を

加える。

３　文書管理者は、第１項の規定により電磁的記録である期間満了ファイル等を移管する場合は、暗証番号の設

定、暗号化等の保護措置の解除その他の当該公文書ファイル等を一般の利用に供するために必要な措置を講ずる

ものとする。

第49条を第50条とし、第48条を第49条とする。
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第47条の見出し中「公表」を「調製及び公表」に改め、同条中「は、」を「は、文書管理システムをもって調製

するものとし、」に改め、同条を第48条とする。

第46条第１項中「第48条」を「第49条」に改め、同条を第47条とする。

第45条を第46条とする。

第44条に次の１項を加える。

２　公文書ファイル等は、他の法令等の規定により書面等により保存しなければならない場合、当該公文書を電磁

的方法により管理することによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情がある

と総括文書管理者が認める場合を除き、電磁的方法（文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公

文書は、これらのシステムによる方法）により体系的に保存するものとする。

第44条を第45条とする。

第43条第１項中「第41条第１項第１号」を「第42条第１項第１号」に改め、同項に次のただし書を加える。

ただし、他の法令等の規定により保存期間が設定されている公文書にあっては、当該保存期間とする。

第43条第２項中「もの」を「もの（以下「常用文書」という。）」に改め、同条第６項中「に掲げる」を「の」

に改め、同条第８項中「第41条第１項第３号」を「第42条第１項第３号」に改め、同条第10項を次のように改め

る。

10　常用文書について業務に常時利用する必要がなくなったときは、第１項及び第３項から前項までの規定を適用

する。この場合において、当該文書に係る公文書作成取得日及び公文書ファイル作成日は、業務に常時利用する

必要がなくなった日とする。

第43条を第44条とし、第42条を第43条とする。

第41条第１項第４号及び第５号を次のように改める。

(4)	電子公文書ファイル（電子公文書のみで構成される公文書ファイルをいう。）及び電子公文書について、適

切に整理し、及び保存すること。 

(5)	前号の規定にかかわらず、文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシス

テムを使用して適切に整理し、及び保存すること。

第41条第３項を次のように改める。

３　紙の公文書ファイルとして保存する場合、職員は、次に掲げる事務を行わなければならない。

(1)	公文書ファイルには、文書管理システムにより出力した文書目録又は公文書索引（別記様式第９号）を付

け、所要の事項を記載すること。ただし、保存期間を第44条第１項第５号若しくは第６号又は同条第２項のい

ずれかに規定する期間に設定した公文書には、公文書索引を付けることを省略することができること。

(2)	公文書ファイルの厚さは、原則として６センチメートル以内とし、表紙及び文書管理システムにより出力し

た背表紙を付けること。ただし、保存期間を第44条第１項第６号に規定する期間に設定した公文書には、背表

紙（別記様式第10号）を付けること。

第41条第４項及び第５項を削り、同条を第42条とし、第３章第５節中同条の前に次の３条を加える。

　（電子メールによる送信）

第39条　電子メールを使用した公文書の送信については、第34条第２項の規定により公印の押印を省略した公文書

及び第35条の規定により電子署名を行った公文書について、別に定めるところにより行うものとする。

　（文書管理システムによる送信）

第40条　文書管理システムにより起案された施行文書で県の組織に発するもの（総括文書管理者が定めるものを除

く。）は、文書管理システムを使用して送信するものとする。

　（山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載）

第41条　山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの公文書の掲載については、電磁的記録について、別

に定めるところにより行うものとする。

別記様式第６号を削り、別記様式第７号を別記様式第６号とし、別記様式第８号から別記様式第11号までを１号

ずつ繰り上げる。

附　則

　（施行期日）

１　この訓令は、令和８年８月１日から施行する。

　（経過措置）

２　第２条の規定による改正後の山形県教育委員会公文書管理規程の規定（第32条の規定を除く。）は、この訓令

の施行の日以後に収受、起案及び決裁又は施行をする文書から適用し、同日前に収受、起案及び決裁又は施行を
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した文書については、なお従前の例による。

３　山形県県立学校設置条例（昭和39年３月県条例第37号）に規定する中学校、高等学校及び特別支援学校が行う

公文書の管理に関しては、当面の間、なお従前の例による。

　監査委員関係　

訓　　　　　令

山形県監査委員訓令第４号

山形県監査委員事務局

　山形県監査委員事務局公印規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

　　令和８年７月28日

山形県監査委員　　加　　　賀　　　正　　　和

山形県監査委員　　小　　　松　　　伸　　　也

山形県監査委員　　柴　　　田　　　　　　　優

山形県監査委員　　海　老　名　　　信　　　乃

山形県監査委員事務局公印規程等の一部を改正する訓令

　（山形県監査委員事務局公印規程の一部改正）

第１条　山形県監査委員事務局公印規程（昭和35年７月県監査委員訓令第２号）の一部を次のように改正する。

　　第６条第２項及び第３項中「原議書」を「原議」に改める。

　（山形県監査委員事務局公文書管理規程の一部改正）

第２条　山形県監査委員事務局公文書管理規程（令和２年３月県監査委員訓令第２号）の一部を次のように改正す

る。

目次中「第21条」を「第23条」に、「第22条－第27条」を「第24条－第33条」に、「第28条－第30条」を「第34

条－第36条」に、「第31条」を「第37条」に、「第32条・第33条」を「第38条・第39条」に、「第34条－第36条」

を「第40条－第42条」に、「第37条」を「第43条」に、「第38条－第40条」を「第44条－第46条」に、「第41条・

第42条」を「第47条・第48条」に、「第43条」を「第49条」に、「第44条・第45条」を「第50条・第51条」に改め

る。

第１条中「第22条第１項第１号及び第27条」を「第24条第１項第２号及び第30条」に改める。

第２条第５号中「をいう。）」を「をいう。以下同じ。）」に改め、同条中第11号を削り、第12号を第11号と

し、同号の次に次の１号を加える。

(12) 文書管理システム　電子計算機を使用して文書の収受、起案、決裁、保存、廃棄その他の公文書の管理

に関する事務の処理を行うための電子情報処理組織であって、総務部高等教育政策・学事文書課長（以下

「高等教育政策・学事文書課長」という。）が管理するものをいう。

第２条第13号中「をいう」を「（文書管理システムを除く。）をいう」に改める。

第４条第３項第４号中「廃棄」を「廃棄（電子文書の削除を含む。以下同じ。）」に改める。

第６条第３項第１号中「収受（」を「配布及び収受（」に、「除く。）」を「除く。）の補助」に改める。

第９条第１項を次のように改める。

公文書は、他の法令等の規定により書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。第37条第２項

において同じ。）により作成し、取得し、又は保存しなければならない場合、当該公文書を電磁的方法（電子的

方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。以下同じ。）により管理するこ

とによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情があると総括文書管理者が認め

る場合を除き、電磁的方法により作成し、取得し、又は体系的に保存するものとする。

第９条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。

２　公文書のうち文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシステムによる方法

により体系的に保存するものとする。

３　公文書（電子公文書を除く。）は、常に丁寧に取り扱うとともに、その受渡しを確実に行い、汚損が甚だしい

ときは、適宜の方法により補修し、常に公文書の内容が明らかであるようにしておかなければならない。

第12条第２項中「山形県イントラ情報システム」を「山形県庁ポータルサイト」に改める。
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第13条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（文書の配布）」を付し、同条第２項を削る。

第14条から第17条までを次のように改める。

　（勤務時間外の文書の取扱い）

第14条　勤務時間外に送達された文書（電子文書を除く。）は、監査課長が指名する者が受領し、次に掲げる方法

により処理し、文書取扱担当者に引き継がなければならない。

(1)	内容証明及び配達証明並びに持参人が権利の得喪に関係ある旨を表明した文書は、当該文書の封皮又は余白

に到着の日時を記入しておくこと。

(2)	書留の取扱いによる文書は、書留文書送達簿に所要の事項を記入すること。

(3)	前２号以外の文書は、結束しておくこと。

２　前項に規定する監査課長が指名する者は、受領した文書で緊急の処理を要すると認められるものについては、

直ちに名あて者又は関係者に連絡しなければならない。

　（郵便料金の不足又は未納の場合の取扱い）

第15条　前条第１項に規定する監査課長が指名する者において郵便料金が不足又は未納の郵便物の送達を受けた場

合は、発信者が官公庁であるとき又は公務に関し特に必要と認めたときに限り、その不足又は未納の料金を支

払って受領することができる。

　（収受した文書の処理）

第16条　文書取扱担当者は、文書取扱主任者の指示により、収受した文書を担当の者等（以下「担当者」とい

う。）又は名あて者（以下「担当者等」という。）に配布しなければならない。

２　担当者等は、文書管理システムに、件名、収受年月日その他必要な事項を入力し、収受した文書その他必要な

書類を添付して登録することにより収受文書管理簿（別記様式第３号）への登録を行わなければならない。ただ

し、収受した文書に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、収受文書管理簿への登録を要しないも

のとする。

３　担当者等は、第１項の規定により配布を受けた紙の文書について、収受の手続をとる必要がないと文書取扱主

任者が認める文書を除き、受付日付印を押印しなければならない。ただし、前項の規定により収受文書管理簿に

登録した文書については、この限りでない。

４　担当者等は、第１項の規定により配布を受けた文書のなかに異例又は疑義のあるものがあるときは、速やかに

上位の職員に提示して処理方針又は処理期限等必要な指示を受けなければならない。

５　直接文書の送達を受けた者は、収受した文書について、前３項の規定の例により当該文書を処理しなければな

らない。

　（文書の起案等）

第17条　文書の起案は、文書管理システムに、件名、内容、理由、経緯等の必要な事項を入力し、文案及び関係文

書その他必要な書類（以下「文案等」という。）を添付して登録することにより行われなければならない。ただ

し、文案等に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、当該文案等を添付しないことができる。

２　前項ただし書の場合において、起案を行った者（以下「起案者」という。）は、当該文案等に文書管理システ

ムにより出力した添付文書管理票を添えて回付を行うものとする。

３　第１項の規定にかかわらず、次に掲げる場合においては、文書管理システムによらずに起案を行うことができ

る。

(1)	業務に電子決裁システム（電子決裁機能を有するもの又は決裁欄が印字された起案用紙が出力できるものに

限る。）を使用する場合

(2)	決裁又は合議を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(3)	起案を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(4)	前３号に掲げる場合のほか、文書管理システムにより起案を行わないことについて相当な理由があると総括

文書管理者が認める場合

４　前項の起案は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。

(1)	前項第１号　電子決裁システムによる方法又は電子決裁システムにより出力される決裁欄が印字された起案

用紙を用いる方法

(2)	前項第２号　文書管理システムにより出力した起案用紙を用いる方法

(3)	前項第３号及び第４号　起案用紙（別記様式第４号）を用いる方法

５　定例に属する文書は、あらかじめ、監査課長の承認したものに限り、例文伺いにより処理することができる。

この場合において、起案文書に「例文伺」及び例文伺登録簿（別記様式第５号）の承認番号を記載するものとす
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る。

６　監査課長は、例文伺登録簿を備え、前項による承認の都度所要の事項を記録しておかなければならない。

７　文書の回覧をするときは、文書管理システムに、件名、内容等の必要な事項を入力し、必要に応じ、関係文書

を添付して登録することにより行わなければならない。ただし、関係文書に総括文書管理者が別に定めるものが

含まれる場合は、文書管理システムにより出力した回覧用紙を用いて処理するものとする。

８　保存期間が１年未満である文書は、収受した文書の余白に処理案を設ける等適宜の方法で処理することができ

る。

第18条第１項中「起案を行った者（以下「」及び「」という。）」を削る。

第20条中「起案文書を持ち回って」を「口頭で説明し、又は起案文書等を持ち回ることによって」に改める。

第21条中「りん議」を「回議」に改める。

第45条を第51条とし、第38条から第44条までを６条ずつ繰り下げる。

第37条第２項中「個人情報等が記載された」を削り、同条を第43条とする。

第36条第３項中「期間満了ファイル等について、30年を超えて保存しようとするときは、あらかじめ知事に協議

し、その同意を得なければならない。この場合において、」を「施行規則第９条第２項後段に規定するところによ

り」に、「公文書ファイル」を「期間満了ファイル」に改め、同条を第42条とする。

第35条第１項中「条件」を「条例」に改め、同条第２項中「総務部高等教育政策・学事文書課長」を「高等教育

政策・学事文書課長」に改め、同条第７項中「移管廃棄簿」を「文書管理システムをもって調製される移管廃棄

簿」に改め、同項を同条第９項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第８項とし、同条

第５項中「、委員会が」を「委員会の意見を聴く前に、」に改め、同項を同条第６項とし、同項の次に次の１項を

加える。

７　前項の規定は、第５項の規定により、委員会が歴史公文書に該当すると意見した場合の期間満了ファイル等に

ついて準用する。

第35条第４項を第５項とし、同条第３項中「前項」を「第２項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の

次に次の１項を加える。

３　文書管理者は、第１項の規定により電磁的記録である期間満了ファイル等を移管するときは、暗証番号の設

定、暗号化等の保護措置の解除その他の当該公文書ファイル等を一般の利用に供するために必要な措置を講ずる

ものとする。

第35条を第41条とし、第34条を第40条とする。

第33条の見出し中「公表」を「調製及び公表」に改め、同条中「は、」を「は、文書管理システムをもって調製

するものとし、」に改め、同条を第39条とする。

第32条第１項中「第34条」を「第40条」に改め、同条を第38条とする。

第31条に次の１項を加える。

２　公文書ファイル等は、他の法令等の規定により書面等により保存しなければならない場合、当該公文書を電磁

的方法により管理することによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情がある

と総括文書管理者が認める場合を除き、電磁的方法（文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公

文書は、これらのシステムによる方法）により体系的に保存するものとする。

第31条を第37条とする。

第30条第１項中「第28条第１項第１号」を「第34条第１項第１号」に改め、同項に次のただし書を加える。

ただし、他の法令等の規定により保存期間が設定されている公文書にあっては、当該保存期間とする。

第30条第２項中「もの」を「もの（以下「常用文書」という。）」に改め、同条第４項中「債務」を「責務」に

改め、同条第６項中「に掲げる」を「の」に改め、同条第８項中「第28条第１項第３号」を「第34条第１項第３

号」に改め、同条第10項を次のように改める。

10　常用文書について業務に常時利用する必要がなくなったときは、第１項及び第３項から前項までの規定を適用

する。この場合において、当該文書に係る公文書作成取得日及び公文書ファイル作成日は、業務に常時利用する

必要がなくなった日とする。

第30条を第36条とし、第29条を第35条とする。

第28条第１項第４号及び第５号を次のように改める。

(4)	電子公文書ファイル（電子公文書のみで構成される公文書ファイルをいう。）及び電子公文書について、適

切に整理し、及び保存すること。

(5)	前号の規定にかかわらず、文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシス
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テムを使用して適切に整理し、及び保存すること。

第28条第３項を次のように改める。

３　紙の公文書ファイルとして保存する場合、職員は、次に掲げる事務を行わなければならない。

(1)	公文書ファイルには、文書管理システムにより出力した文書目録又は公文書索引（別記様式第８号）を付

け、所要の事項を記載すること。ただし、保存期間を第36条第１項第５号若しくは第６号又は同条第２項のい

ずれかに規定する期間に設定した公文書には、公文書索引を付けることを省略することができること。

(2)	公文書ファイルの厚さは、原則として６センチメートル以内とし、表紙及び文書管理システムにより出力し

た背表紙を付けること。ただし、保存期間を第44条第１項第６号に規定する期間に設定した公文書には、背表

紙（別記様式第９号）を付けること。

第28条第４項及び第５項を削り、同条を第34条とし、第３章第５節中同条の前に次の３条を加える。

　（電子メールによる送信）

第31条　電子メールを使用した公文書の送信については、第26条第２項の規定により公印の押印を省略した公文書

及び第27条の規定により電子署名を行った公文書について、別に定めるところにより行うものとする。

　（文書管理システムによる送信）

第32条　文書管理システムにより起案された施行文書で県の組織に発するもの（総括文書管理者が定めるものを除

く。）は、文書管理システムを使用して送信するものとする。

　（山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載）

第33条　山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの公文書の掲載については、電磁的記録について、別

に定めるところにより行うものとする。

第27条を第30条とする。

第26条を削る。

第24条第３項を削り、同条を第26条とし、第25条を第27条とし、同条の次に次の２条を加える。

　（施行）

第28条　公文書の施行は、次に掲げる方法により行うものとする。

(1)	郵便等による発送（使送を含む。）

(2)	県公報に登載する方法

(3)	電子メール又はファクシミリ装置を使用した送信

(4)	文書管理システムを使用した送信

(5)	山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載

(6)	前号の方法に準ずる方法として総括文書管理者が別に定めるもの

　（郵送による文書の発送）

第29条　文書取扱担当者は、郵送による発送を要する文書（主務課で直接発送する文書を除く。）を、文書主管課

長が定める時刻までに文書主管課に回付しなければならない。

２　文書を書留で発送するときは、文書主管課長が別に定める手続により行わなければならない。

第23条第２項中「付けた」を「付した」に改め、「番号及び」を削り、「、当該施行文書に係る決裁文書及び公文

書番号簿（別記様式第８号）」を「文書管理システム若しくは電子決裁システムに登録し、又は当該施行文書に係

る番号及び施行年月日を第17条第４項各号に規定する起案用紙」に改め、同項ただし書を削り、同条に次の１項を

加える。

３　起案者は、公文書番号簿により施行文書の番号を付した場合、当該施行文書に係る番号及び施行年月日を公文

書番号簿に転記しなければならない。

第23条を第25条とする。

第22条第１項中「付けなければ」を「付さなければ」に改め、同項第１号中「法令番号簿（別記様式第７号」

を「監査課が管理する法令番号簿（別記様式第６号」に、「付ける」を「付す」に改め、同項第２号中「「監委」

の」を「文書管理システムにより付される」に、「付ける」を「付す」に改め、同項第３号中「「監委」の」を

「文書管理システムにより付される」に、「付ける」を「付す」に改め、同号に次の１号を加える。

(4) 災害、システム障害その他やむを得ない事由により文書管理システムが利用できない場合及び複数の主務課

で同一の記号を用いる場合は、前２号の規定にかかわらず、「監委」の記号及び監査課が管理する公文書番号

簿（別記様式第７号）により会計年度による一連番号を付すこと。

第22条第２項中「の各号」を削り、同条を第24条とし、第３章第４節同条の前に次の２条を加える。

　（決裁後の処理）
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第22条　起案者は、起案文書が決裁されたときは、決裁年月日を文書管理システム若しくは電子決裁システムに登

録し、又は第17条第４項各号に規定する起案用紙に記入しなければならない。

　（決裁文書の廃案等）

第23条　起案者は、決裁文書に基づいて公文書を施行する前に当該決裁文書を廃案とし、又は当該決裁文書の内容

に変更（誤字又は脱字の訂正その他の軽微な変更を除く。）を加える必要が生じた場合、当該決裁文書を廃案と

する旨又は当該変更後の内容について、その理由を添えて改めて起案し、決裁を受けなければならない。

２　前項の規定により起案した決裁文書は、前条の規定の例により処理するものとする。

別記様式第５号を削り、別記様式第６号を別記様式第５号とし、別記様式第７号から別記様式第10号までを１号

ずつ繰り上げる。

別記様式第11号を削る。

附　則

１　この訓令は、令和８年８月１日から施行する。

２　第２条の規定による改正後の山形県監査委員事務局公文書管理規程の規定（第32条の規定を除く。）は、この

訓令の施行の日以後に収受、起案及び決裁又は施行をする文書から適用し、同日前に収受、起案及び決裁又は施

行をした文書については、なお従前の例による。

　労働委員会関係　

訓　　　　　令

山形県労働委員会訓令第２号

山形県労働委員会事務局

　山形県労働委員会公印規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

　　令和８年７月28日

山 形 県 労 働 委 員 会 　　　　　　　　　

会　　長　　　山　　　上　　　　　　　朗

山形県労働委員会公印規程等の一部を改正する訓令

　（山形県労働委員会公印規程の一部改正）

第１条　山形県労働委員会公印規程（昭和51年10月県地方労働委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

　　第７条第２項及び第３項中「原議書」を「原議」に改める。

　（山形県労働委員会事務局公文書管理規程の一部改正）

第２条　山形県労働委員会事務局公文書管理規程（令和２年３月県労働委員会訓令第１号）の一部を次のように改

正する。

目次中「－第14条」を削り、「第15条」を「第13条」に、「第25条」を「第29条」に、「第26条・第27条」を

「第30条・第31条」に、「第28条」を「第32条」に、「第29条・第30条」を「第33条・第34条」に、「第31条－第

33条」を「第35条－第37条」に、「第34条」を「第38条」に、「第35条－第37条」を「第39条－第41条」に、「第

38条・第39条」を「第42条・第43条」に、「第40条」を「第44条」に、「第41条」を「第45条」に改める。

第２条第５号中「をいう。）」を「をいう。以下同じ。）」に改め、同条中第11号を削り、第12号を第11号と

し、同号の次に次の１号を加える。

(12) 文書管理システム　電子計算機を使用して文書の収受、起案、決裁、保存、廃棄その他の公文書の管理

に関する事務の処理を行うための電子情報処理組織であって、総務部高等教育政策・学事文書課長（以下

「高等教育政策・学事文書課長」という。）が管理するものをいう。

第２条第13号中「をいう」を「（文書管理システムを除く。）をいう」に改める。

第４条第３項第４号中「廃棄」を「廃棄（電子文書の削除を含む。以下同じ。）」に改める。

第５条第４項第１号中「収受（」を「配布及び収受（」に、「除く。）」を「除く。）の補助」に改める。

第８条の見出し中「原則」を「原則等」に改め、同条第１項を次のように改める。

公文書は、他の法令等の規定により書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。第32条第２項

において同じ。）により作成し、取得し、又は保存しなければならない場合、当該公文書を電磁的方法（電子的

方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。以下同じ。）により管理するこ
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とによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情があると総括文書管理者が認め

る場合を除き、電磁的方法により作成し、取得し、又は体系的に保存するものとする。

第８条中第２項を第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。

２　公文書のうち文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシステムによる方法

により体系的に保存するものとする。

３　公文書（電子公文書を除く。）は、常に丁寧に取り扱うとともに、その受渡しを確実に行い、汚損が甚だしい

ときは、適宜の方法により補修し、常に公文書の内容が明らかであるようにしておかなければならない。

第11条第２項中「山形県イントラ情報システム」を「山形県庁ポータルサイト」に改める。

第12条を次のように改める。

　（収受した文書の処理）

第12条　文書取扱担当者は、文書取扱主任者の指示により、収受した文書を担当の係長（これに準じる職にある者

を含む。以下「担当係長」という。）、担当者又は名あて者（以下「担当係長等」という。）に配布しなければな

らない。

２　担当係長等は、文書管理システムに、件名、収受年月日その他必要な事項を入力し、収受した文書その他必要

な書類を添付して登録することにより収受文書管理簿（別記様式第１号）への登録を行わなければならない。た

だし、収受した文書に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、収受文書管理簿への登録を要しない

ものとする。

３　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた紙の文書について、収受の手続をとる必要がないと文書取扱

主任者が認める文書を除き、受付日付印（別記様式第２号）を押印しなければならない。ただし、前項の規定に

より収受文書管理簿に登録した文書については、この限りでない。

４　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた文書のなかに異例又は疑義のあるものがあるときは、速やか

に上位の職員に提示して処理方針、処理期限、合議の有無等必要な指示を受けなければならない。

５　直接文書の送達を受けた者は、収受した文書について、前３項の規定の例により当該文書を処理しなければな

らない。

第13条を次のように改める。

　（文書の起案等）

第13条　文書の起案は、文書管理システムに、件名、内容、理由、経緯等の必要な事項を入力し、文案及び関係文

書その他必要な書類（以下「文案等」という。）を添付して登録することにより行われなければならない。ただ

し、文案等に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、当該文案等を添付しないことができる。

２　前項ただし書の場合において、起案を行った者（以下「起案者」という。）は、当該文案等に文書管理システ

ムにより出力した添付文書管理票を添えて回付を行うものとする。

３　第１項の規定にかかわらず、次に掲げる場合においては、文書管理システムによらずに起案を行うことができ

る。

(1)	業務に電子決裁システム（電子決裁機能を有するもの又は決裁欄が印字された起案用紙が出力できるものに

限る。）を使用する場合

(2)	決裁又は合議を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(3)	起案を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(4)	前３号に掲げる場合のほか、文書管理システムにより起案を行わないことについて相当な理由があると総括

文書管理者が認める場合

４　前項の規定による起案は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。

(1)	前項第１号　電子決裁システムによる方法又は電子決裁システムにより出力される決裁欄が印字された起案

用紙を用いる方法

(2)	前項第２号　文書管理システムにより出力した起案用紙を用いる方法

(3)	前項第３号及び第４号　起案用紙（別記様式第３号）を用いる方法

５　定例に属する文書は、あらかじめ、課長の承認したものに限り、例文伺いにより処理することができる。この

場合において、起案文書に「例文伺」及び例文伺登録簿（別記様式第４号）の承認番号を記載するものとする。

６　課長は、例文伺登録簿を備え、前項による承認の都度所要の事項を記録しておかなければならない。

７　文書の回覧をするときは、文書管理システムに、件名、内容等の必要な事項を入力し、必要に応じ、関係文書

を添付して登録することにより行わなければならない。ただし、関係文書に総括文書管理者が別に定めるものが

含まれる場合は、文書管理システムにより出力した回覧用紙を用いて処理するものとする。
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８　保存期間が１年未満である文書は、収受した文書の余白に処理案を設ける等適宜の方法で処理することができ

る。

第14条を削る。

第３章第４節の節名を削る。

第12条の次に次の節名を付する。

　　　第４節　文書の起案及び決裁

第15条を削る。

第16条第１項中「起案を行った者（以下「」及び「」という。）」を削り、同条を第14条とする。

第17条を第15条とする。

第18条中「起案文書を持ち回って」を「口頭で説明し、又は起案文書等を持ち回ることによって」に改め、同条

を第16条とする。

第19条中「りん議」を「回議」に改め、同条を第17条とし、第３章第４節中同条の次に次の２条を加える。

　（決裁後の処理）

第18条　起案者は、起案文書が決裁されたときは、決裁年月日を文書管理システム若しくは電子決裁システムに登

録し、又は第13条第４項各号に規定する起案用紙に記入しなければならない。

　（決裁文書の廃案等）

第19条　起案者は、決裁文書に基づいて公文書を施行する前に当該決裁文書を廃案とし、又は当該決裁文書の内容

に変更（誤字又は脱字の訂正その他の軽微な変更を除く。）を加える必要が生じた場合、当該決裁文書を廃案と

する旨又は当該変更後の内容について、その理由を添えて改めて起案し、決裁を受けなければならない。

２　前項の規定により起案した決裁文書は、前条の規定の例により処理するものとする。

第20条第１項中「付けなければ」を「付さなければ」に改め、同項第１号中「別記様式第６号」を「別記様式第

５号」に、「付ける」を「付す」に改め、同項第２号中「別記様式第７号」を「別記様式第６号」に、「付ける」を

「付す」に改め、同項第３号中「「山形労委」の文字を冠し、」を「文書管理システムにより付される記号及び」

に、「付ける」を「付す」に改め、同項に次の１号を加える。

(4) 災害、システム障害その他やむを得ない事由により文書管理システムが利用できない場合は、前号の規定に

かかわらず、「山形労委」の文字を冠し、公文書番号簿（別記様式第７号）により会計年度による一連番号を

付すこと。

第20条第２項中「の各号」を削る。

第21条第２項中「付けた」を「付した」に改め、「番号及び」を削り、「、当該施行文書に係る決裁文書及び公文

書番号簿（別記様式第８号）」を「文書管理システム若しくは電子決裁システムに登録し、又は当該施行文書に係

る番号及び施行年月日を第13条第４項各号に規定する起案用紙」に改め、同項ただし書を削り、同条に次の１項を

加える。

３　起案者は、公文書管理簿により施行文書の番号を付した場合、当該施行文書に係る番号及び施行年月日を、公

文書番号簿に転記しなければならない。

第22条第２項を削る。

第41条を第45条とし、第35条から第40条までを４条ずつ繰り下げる。

第34条第２項中「個人情報等が記載された」を削り、同条を第38条とする。

第33条第３項中「期間満了ファイル等について、30年を超えて保存しようとするときは、あらかじめ総括文書管

理者を通じて知事に協議し、その同意を得なければならない。この場合において、」を「施行規則第９条第２項後

段に規定するところにより」に改め、同条を第37条とする。

第32条第７項中「移管廃棄簿」を「文書管理システムをもって調製される移管廃棄簿」に改め、同項を同条第８

項とし、同条第６項中「前項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条中第５項を第６項とし、第４項

を第５項とし、同条第３項中「前項」を「第２項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を

加える。

３　文書管理者は、第１項の規定により電磁的記録である期間満了ファイル等を移管するときは、暗証番号の設

定、暗号化等の保護措置の解除その他の当該公文書ファイル等を一般の利用に供するために必要な措置を講ずる

ものとする。

第32条を第36条とし、第31条を第35条とする。

第30条の見出し中「公表」を「調製及び公表」に改め、同条中「は、」を「は、文書管理システムをもって調製

するものとし、」に改め、同条を第34条とする。
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第29条第１項中「第31条」を「第35条」に改め、同条を第33条とする。

第28条に次の１項を加える。

２　公文書ファイル等は、他の法令等の規定により書面等により保存しなければならない場合、当該公文書を電磁

的方法により管理することによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情がある

と総括文書管理者が認める場合を除き、電磁的方法（文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公

文書は、これらのシステムによる方法）により体系的に保存するものとする。

第28条を第32条とする。

第27条第１項に次のただし書を加える。

ただし、他の法令等の規定により保存期間が設定されている公文書にあっては、当該保存期間とする。

第27条第２項中「もの」を「もの（以下「常用文書」という。）」に改め、同条第６項中「に掲げる」を「の」

に改め、同条第10項を次のように改める。

10　常用文書について業務に常時利用する必要がなくなったときは、第１項及び第３項から前項までの規定を適用

する。この場合において、当該文書に係る公文書作成取得日及び公文書ファイル作成日は、業務に常時利用する

必要がなくなった日とする。

第27条を第31条とする。

第26条第１項第４号及び第５号を次のように改める。

(4) 電子公文書ファイル（電子公文書のみで構成される公文書ファイルをいう。）及び電子公文書について、適

切に整理し、及び保存すること。

(5) 前号の規定にかかわらず、文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシス

テムを使用して適切に整理し、及び保存すること。

第26条第４項を次のように改める。

４　紙の公文書ファイルとして保存する場合、職員は、次に掲げる事務を行わなければならない。

(1) 公文書ファイルには、文書管理システムにより出力した文書目録又は公文書索引（別記様式第８号）を付

け、所要の事項を記載すること。ただし、保存期間を次条第１項第５号若しくは第６号又は同条第２項のいず

れかに規定する期間に設定した公文書には、公文書索引を付けることを省略することができること。

(2) 公文書ファイルの厚さは、原則として６センチメートル以内とし、表紙及び文書管理システムにより出力し

た背表紙を付けること。ただし、保存期間を次条第１項第６号に規定する期間に設定した公文書には、背表紙

（別記様式第９号）を付けること。

第26条第５項及び第６項を削り、同条を第30条とし、第３章第５節中同条の前に次の３条を加える。

　（電子メールによる送信）

第27条　電子メールを使用した公文書の送信については、第22条ただし書の規定により公印の押印を省略した公文

書及び第23条の規定により電子署名を行った公文書について、別に定めるところにより行うものとする。

　（文書管理システムによる送信）

第28条　文書管理システムにより起案された施行文書で県の組織に発するもの（総括文書管理者が定めるものを除

く。）は、文書管理システムを使用して送信するものとする。

　（山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載）

第29条　山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの公文書の掲載については、電磁的記録について、別

に定めるところにより行うものとする。

第25条を第26条とする。

第24条の見出し中「文書」を「書留による文書」に改め、同条第１項及び第３項を削り、同条第２項を第25条と

する。

第23条の次に次の１条を加える。

　（施行）

第24条　公文書の施行は、次に掲げる方法により行うものとする。

(1)	郵便等による発送（使送を含む。）

(2)	県公報に登載する方法

(3)	電子メール又はファクシミリ装置を使用した送信

(4)	文書管理システムを使用した送信

(5)	山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載

(6)	前号に準ずる方法として総括文書管理者が別に定めるもの
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　別記様式第１号及び別記様式第２号を次のように改める。

　様式第１号

収受文書管理簿

　備考　必要に応じて記入事項を追加することができるものとする。

様式第２号

別記様式第４号を削り、別記様式第５号を別記様式第４号とし、別記様式第６号から別記様式第10号までを１

号ずつ繰り上げる。

附　則

１　この訓令は、令和８年８月１日から施行する。

２　第２条の規定による改正後の山形県労働委員会公文書管理規程の規定（第20条の規定を除く。）は、この訓令

の施行の日以後に収受、起案及び決裁又は施行をする文書から適用し、同日前に収受、起案及び決裁又は施行を

した文書については、なお従前の例による。

　企 業 局 関 係　

規　　　　　程

山形県企業管理規程第13号

　山形県企業局公印規程等の一部を改正する規程を次のように定める｡

　　令和８年７月28日

山形県企業管理者　　松　　　澤　　　勝　　　志

山形県企業局公印規程等の一部を改正する規程

　（山形県企業局公印規程の一部改正）

収　受

年月日
発信者 題　　　　　名 担当者
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第１条　山形県企業局公印規程（昭和40年６月県企業管理規程第９号）の一部を次のように改正する。

第７条第２項及び第３項中「原議書」を「原議」に改める。

第７条に次の２項を加える。

４　第２項の規定にかかわらず、山形県企業局公文書管理規程（令和２年３月県企業管理規程第２号）第２条第15

号に規定する電子決裁システムを使用して決裁を受けた文書に公印を使用しようとする者は、当該電子決裁シス

テムを使用して同規程第６条第１項に規定する文書取扱主任者の審査を受け、及び当該審査を受けた文書を管理

者に提示して、その確認を受けなければならない。

５　前項の審査は、書式、形式及び字句が適正であるかどうかについて行うものとし、同項の確認は、公印を押な

つする文書が同項の審査を受けたものであるかどうかについて行うものとする。

　（山形県企業局公文書管理規程の一部改正）

第２条　山形県企業局公文書管理規程（令和２年３月県企業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。

目次中「第21条」を「第19条」に、「第22条」を「第20条」に、「第38条」を「第40条」に、「第39条－第41

条」を「第41条－第43条」に、「第42条・第43条」を「第44条・第45条」に、「第44条・第45条」を「第46条・第

47条」に、「第46条－第48条」を「第48条－第50条」に、「第49条」を「第51条」に、「第50条－第52条」を「第

52条－第54条」に、「第53条・第54条」を「第55条・第56条」に、「第55条・第56条」を「第57条・第58条」に、

「第57条・第58条」を「第59条・第60条」に改める。

第１条中「第25条第２項及び第３項及び」を「第23条第１項第２号及び第３項並びに」に改める。

第２条第７号中「をいう。）」を「をいう。以下同じ。）」に改め、同条中第13号を削り、第14号を第13号と

し、同号の次に次の１号を加える。

(14) 文書管理システム　電子計算機を使用して文書の収受、起案、決裁、保存、廃棄その他の公文書の管理に

関する事務の処理を行うための電子情報処理組織であって、総務部高等教育政策・学事文書課長（以下「高等

教育政策・学事文書課長」という。）が管理するものをいう。

第２条第15号中「をいう」を「（文書管理システムを除く。）をいう」に改める。

第５条第３項第４号中「廃棄」を「廃棄（電子文書の削除を含む。以下同じ。）」に改める。

第７条第３項第１号中「収受（」を「配布及び収受（」に、「除く。）」を「除く。）の補助」に改める。

第10条第１項を次のように改める。

公文書は、他の法令等の規定により書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。第44条第２項

において同じ。）により作成し、取得し、又は保存しなければならない場合、当該公文書を電磁的方法（電子的

方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。以下同じ。）により管理するこ

とによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情があると総括文書管理者が認め

る場合を除き、電磁的方法により作成し、取得し、又は体系的に保存するものとする。

第10条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。

２　公文書のうち公文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシステムによる方

法により体系的に保存するものとする。

３　公文書（電子公文書を除く。）は、常に丁寧に取り扱うとともに、その受渡しを確実に行い、汚損が甚だしい

ときは、適宜の方法により補修し、常に公文書の内容が明らかであるようにしておかなければならない。

第14条第２項中「山形県イントラ情報システム」を「山形県庁ポータルサイト」に改める。

第15条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（文書の配布）」を付し、同条第３項を削る。

第16条及び第17条を次のように改める。

　（勤務時間外の文書の取扱い）

第16条　勤務時間外に送達された文書（電子文書を除く。）は、総務企画課長が指名する者が受領し、次に掲げる

方法により処理し、文書取扱担当者に引き継がなければならない。

(1)	内容証明及び配達証明並びに持参人が権利の得喪に関係ある旨を表明した文書は、当該文書の封皮又は余白

に到着の日時を記入しておくこと。

(2)	書留の取扱いによる文書は、書留文書送達簿に所要の事項を記入すること。

(3)	前２号以外の文書は、結束しておくこと。

２　前項に規定する総務企画課長が指名する者は、受領した文書で緊急の処理を要すると認められるものについて

は、直ちに名あて者又は関係者に連絡しなければならない。

　（郵便料金の不足又は未納の場合の取扱い）
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第17条　総務企画課長又は前条第１項に規定する総務企画課長が指名する者において郵便料金が不足又は未納の郵

便物の送達を受けた場合は、発信者が官公庁であるとき又は公務に関し特に必要と認めたときに限り、その不足

又は未納の料金を支払って受領することができる。

第18条中「次条において同じ。」を削る。

第19条及び第20条を次のように改める。

　（収受した文書の処理）

第19条　文書取扱担当者は、文書取扱主任者の指示により、収受した文書を担当の係長（これに準じる職にある者

を含む。以下「担当係長」という。）、担当者又は名あて者（以下「担当係長等」という。）に配布しなければな

らない。

２　担当係長等は、文書管理システムに、件名、収受年月日その他必要な事項を入力し、収受した文書その他必

要な書類を添付して登録することにより収受文書管理簿（別記様式第２号の２）への登録を行わなければならな

い。ただし、収受した文書に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、収受文書管理簿への登録を要

しないものとする。

３　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた紙の文書について、収受の手続をとる必要がないと文書取扱

主任者が認める文書を除き、受付日付印を押印しなければならない。ただし、前項の規定により収受文書管理簿

に登録した文書については、この限りでない。

４　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた文書のなかに異例又は疑義のあるものがあるときは、速やか

に上位の職員に提示して処理方針、処理期限、合議の有無等必要な指示を受けなければならない。

５　直接文書の送達を受けた者は、収受した文書について、前３項の規定の例により当該文書を処理しなければな

らない。

　（文書の起案等）

第20条　文書の起案は、文書管理システムに、件名、内容、理由、経緯等の必要な事項を入力し、文案、関係文

書その他必要な書類（以下「文案等」という。）を添付して登録することにより行われなければならない。ただ

し、文案等に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、当該文案等を添付しないことができる。

２　前項ただし書の場合において、起案を行った者（以下「起案者」という。）は、当該文案等に文書管理システ

ムにより出力した添付文書管理票を添えて回付を行うものとする。

３　第１項の規程にかかわらず、次に掲げる場合においては、文書管理システムによらずに起案を行うことができ

る。

(1)	業務に電子決裁システム（電子決裁機能を有するもの又は決裁欄が印字された起案用紙が出力できるものに

限る。）を使用する場合

(2)	決裁又は合議を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(3)	起案を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(4)	前３号に掲げる場合のほか、文書管理システムにより起案を行わないことについて相当な理由があると総括

文書管理者が認める場合

４　前項の規定による起案は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。

(1)	前項第１号　電子決裁システムによる方法又は電子決裁システムにより出力される決裁欄が印字された起案

用紙を用いる方法 

(2)	前項第２号　文書管理システムにより出力した起案用紙を用いる方法

(3)	前項第３号及び第４号　起案用紙（別記様式第３号）を用いる方法

５　文書の回覧をするときは、文書管理システムに、件名、内容等の必要な事項を入力し、必要に応じ、関係文書

を添付して登録することにより行わなければならない。ただし、関係文書に総括文書管理者が別に定めるものが

含まれる場合は、文書管理システムにより出力した回覧用紙を用いて処理するものとする。

６　保存期間が１年未満である文書は、収受した文書の余白に処理案を設ける等適宜の方法で処理することができ

る。

第21条を削る。

第３章第４節の節名を削る。

第19条の次に次の節名を付する。

　　　　第４節　文書の起案及び決裁

第22条を削る。

第23条の前の見出しを削り、同条第１項中「、起案文書」を「、第20条第４項各号に規定する起案用紙又は前条
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第２項の規定による添付文書管理票を添えた文案等（以下「起案文書等」という。）」に、「当該起案文書」を「当

該起案文書等」に改め、同条第２項中「若しくは次長」を削り、「これら」を「これ」に改め、「起案文書」を「起

案文書等」に改め、同条を第21条とし、同条の前に見出しとして「（起案文書等の処理）」を付する。

第24条第１項中「起案を行った者（以下「」及び「」という。）」を削り、同条を第22条とする。

第25条第１項中「起案文書で」を削り、「ものは」を「起案文書は」に改め、同条第３項中「処置」を「措置」

に改め、同条を第23条とする。

第26条中「あらかじめ」及び「これをすることによって」を削り、同条を第24条とする。

第27条第２項中「のその課名の上部」を削り、「朱書きし」を「記載し」に改め、同条を第25条とする。

第28条を第26条とする。

第29条の前の見出しを削り、同条中「起案文書を持ち回って」を「口頭で説明し、又は起案文書等を持ち回るこ

とによって」に改め、同条を第27条とし、同条の前に見出しとして「（持ち回り決裁等）」を付する。

第30条中「りん議」を「回議」に改め、同条を第28条とし、第３章第４節中同条の次に次の２条を加える。

　（決裁後の処理）

第29条　起案者は、起案文書が決裁されたときは、決裁年月日を文書管理システム若しくは電子決裁システムに登

録し、又は第20条第４項各号に規定する起案用紙に記入しなければならない。

　（決裁文書の廃案等）

第30条　起案者は、決裁文書に基づいて公文書を施行する前に当該決裁文書を廃案とし、又は当該決裁文書の内容

に変更（誤字又は脱字の訂正その他の軽微な変更を除く。）を加える必要が生じた場合、当該決裁文書を廃案と

する旨又は当該変更後の内容について、その理由を添えて改めて起案し、決裁を受けなければならない。

２　前項の規定により起案した決裁文書は、前条の規定の例により処理するものとする。

第31条第１項中「付けなければ」を「付さなければ」に改め、同項第１号中「法令番号簿（別記様式第４号」を

「総務企画課が管理する法令番号簿（別記様式第４号」に、「付ける」を「付す」に改め、同項第２号中「別表第

２による記号」を「文書管理システムにより付される記号」に、「付ける」を「付す」に改め、同項第３号中「別

表第２による」を「文書管理システムにより付される」に、「付ける」を「付す」に改め、同項に次の１号を加え

る。

(4)	災害、システム障害その他やむを得ない事由により文書管理システムが利用できない場合及び複数の主務課

で同一の記号を用いる場合は、前２号の規定にかかわらず、第２号に掲げる種類ごとに別表第２による記号及

び主務課が管理する公文書番号簿（別記様式第５号）により会計年度による一連番号を付すこと。

第31条第２項中「の各号」を削る。

第32条を削る。

第33条第２項中「付けた」を「付した」に改め、「番号及び」を削り、「、当該施行文書に係る決裁文書及び公文

書番号簿（別記様式第５号）」を「文書管理システム若しくは電子決裁システムに登録し、又は当該施行文書に係

る番号及び施行年月日を第20条第４項各号に規定する起案用紙」に改め、同項ただし書を削り、同条に次の１項を

加える。

３　起案者は、公文書番号簿により施行文書の番号を付した場合、当該施行文書に係る番号及び施行年月日を公文

書番号簿に転記しなければならない。

第33条を第32条とする。

第34条を削る。

第35条第２項を削り、同条を第33条とし、第36条を第34条とし、同条の次に次の条を加える。

　（施行）

第35条　公文書の施行は、次に掲げる方法により行うものとする。

(1)	郵便等による発送（使送を含む。）

(2)	県公報に登載する方法

(3)	電子メール又はファクシミリ装置を使用した送信

(4)	文書管理システムを使用した送信

(5)	山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載

(6)	前号の方法に準ずる方法として総括文書管理者が別に定めるもの

第37条の見出し中「文書の発送」を「郵送による文書の発送」に改め、同条第３項を削り、同条を第36条とす

る。

第38条を第37条とする。
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第58条を第60条とし、第50条から第57条までを２条ずつ繰り下げる。

第49条第２項中「個人情報等が記載された」を削り、同条を第51条とする。

第48条第３項中「期間満了ファイル等について、30年を超えて保存しようとするときは、あらかじめ知事に協議

し、その同意を得なければならない。この場合において、」を「施行規則第９条第２項後段に規定するところによ

り」に改め、同条を第50条とする。

第47条第２項中「総務部高等教育政策・学事文書課長」を「高等教育政策・学事文書課長」に改め、同条第６項

中「移管廃棄簿」を「文書管理システムをもって調製される移管廃棄簿」に改め、同項を同条第７項とし、同条中

第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、同条第３項中「前項」を「第２項」に改め、同項を同条第４項とし、

同条第２項の次に次の１項を加える。

３　文書管理者は、第１項の規定により電磁的記録である期間満了ファイル等を移管するときは、暗証番号の設

定、暗号化等の保護措置の解除その他の当該公文書ファイル等を一般の利用に供するために必要な措置を講ずる

ものとする。

第47条を第49条とし、第46条を第48条とする。

第45条の見出し中「公表」を「調製及び公表」に改め、同条中「は、」を「は、文書管理システムをもって調製

するものとし、」に改め、同条を第47条とする。

第44条第１項中「第46条」を「第48条」に改め、同条を第46条とする。

第43条を第45条とする。

第42条に次の１項を加える。

２　公文書ファイル等は、他の法令等の規定により書面等により保存しなければならない場合、当該公文書を電磁

的方法により管理することによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情がある

と総括文書管理者が認める場合を除き、電磁的方法（文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公

文書は、これらのシステムによる方法）により体系的に保存するものとする。

第42条を第44条とする。

第41条第１項中「第39条第１項第１号」を「第41条第１項第１号」に改め、同項に次のただし書を加える。

ただし、他の法令等の規定により保存期間が設定されている公文書にあっては、当該保存期間とする。

第41条第２項中「もの」を「もの（以下「常用文書」という。）」に改め、同条第６項中「に掲げる」を「の」

に改め、同条第８項中「第39条第１項第３号」を「第41条第１項第３号」に改め、同条第10項を次のように改め

る。

10　常用文書について業務に常時利用する必要がなくなったときは、第１項及び第３項から前項までの規定を適用

する。この場合において、当該文書に係る公文書作成取得日及び公文書ファイル作成日は、業務に常時利用する

必要がなくなった日とする。

第41条を第43条とし、第40条を第42条とする。

第39条第１項第４号及び第５号を次のように改める。

(4)	電子公文書ファイル（電子公文書のみで構成される公文書ファイルをいう。）及び電子公文書について、適

切に整理し、及び保存すること。

(5)	前号の規定にかかわらず、文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシス

テムを使用して適切に整理し、及び保存すること。

　第39条第３項を次のように改める。

３　紙の公文書ファイルとして保存する場合、職員は、次に掲げる事務を行わなければならない。

(1)	公文書ファイルには、文書管理システムにより出力した文書目録又は公文書索引（別記様式第６号）を付

け、所要の事項を記載すること。ただし、保存期間を第43条第１項第５号若しくは第６号又は同条第２項のい

ずれかに規定する期間に設定した公文書には、公文書索引を付けることを省略することができること。

(2)	公文書ファイルの厚さは、原則として６センチメートル以内とし、表紙及び文書管理システムにより出力し

た背表紙を付けること。ただし、保存期間を第43条第１項第６号に規定する期間に設定した公文書には、背表

紙（別記様式第７号）を付けること。

第39条第４項及び第５項を削り、同条を第41条とし、第３章第５節中同条の前に次の３条を加える。

　（電子メールによる送信）

第38条　電子メールを使用した公文書の送信については、第33条の規定により公印の押印を省略した公文書及び第

34条の規定により電子署名を行った公文書について、別に定めるところにより行うものとする。

　（文書管理システムによる送信）
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第39条　文書管理システムにより起案された施行文書で県の組織に発するもの（総括文書管理者が定めるものを除

く。）は、文書管理システムを使用して送信するものとする。

　（山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載）

第40条　山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの公文書の掲載については、電磁的記録について、別

に定めるところにより行うものとする。

附　則

１　この規程は、令和８年８月１日から施行する。

２　第２条の規定による改正後の山形県企業局公文書管理規程の規定（第31条の規定を除く。）は、この規程の施

行の日以後に収受、起案及び決裁又は施行をする文書から適用し、同日前に収受、起案及び決裁又は施行をした

文書については、なお従前の例による。

　病院事業局関係　

規　　　　　程

山形県病院事業局管理規程第15号

　山形県病院事業局公印規程等の一部を改正する規程を次のように定める。

　　令和８年７月28日

山形県病院事業管理者　　阿　　　彦　　　忠　　　之

山形県病院事業局公印規程等の一部を改正する規程

　（山形県病院事業局公印規程の一部改正）

第１条　山形県病院事業局公印規程（平成15年３月県病院事業管理規程第16号）の一部を次のように改正する。

　　第７条第２項及び第３項中「原議書」を「原議」に改める。

　別表第１(2)職印の項中
「　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」 　　　　　　　　　　　」
に改める。

　　　　　　　　　　　　「　　 ５ 　　　　「　　 ５ 　　

　別表第２(2)職印の項中　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 　　　　　　　　」

　（山形県病院事業局公文書管理規程の一部改正）

第２条　山形県病院事業局公文書管理規程（令和２年３月県病院事業管理規程第４号）の一部を次のように改正す

る。

目次中「第22条」を「第20条」に、「第23条」を「第21条」に、「第40条」を「第41条」に、「第41条－第43

条」を「第42条－第44条」に、「第44条」を「第45条」に、「第45条・第46条」を「第46条・第47条」に、「第47

条－第49条」を「第48条－第50条」に、「第50条」を「第51条」に、「第51条－第53条」を「第52条－第54条」

に、「第54条・第55条」を「第55条・第56条」に、「第56条・第57条」を「第57条・第58条」に、「第58条・第59

条」を「第59条・第60条」に改める。

第２条第８号中「をいう。）」を「をいう。以下同じ。）」に改め、同条中第14号を削り、第15号を第14号と

し、同号の次に次の１号を加える。

(15) 文書管理システム　電子計算機を使用して文書の収受、起案、決裁、保存、廃棄その他の公文書の管理に

関する事務の処理を行うための電子情報処理組織であって、総務部高等教育政策・学事文書課長（以下「高等

教育政策・学事文書課長」という。）が管理するものをいう。

第２条第16号中「をいう」を「（文書管理システムを除く。）をいう」に改める。

第５条第３項第４号中「廃棄」を「廃棄（電子文書の削除を含む。以下同じ。）」に改める。

第８条第３項第１号中「収受（」を「配布及び収受（」に、「除く。）」を「除く。）の補助」に改める。

第11条第１項を次のように改める。

公文書は、他の法令等の規定により書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。第45条第２項

山形県立各病院長印 を 山形県立各院長印

山 形 県 立

何

病 院 長 印

を

山 形 県 立

何

院 長 印
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において同じ。）により作成し、取得し、又は保存しなければならない場合、当該公文書を電磁的方法（電子的

方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。以下同じ。）により管理するこ

とによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情があると総括文書管理者が認め

る場合を除き、電磁的方法により作成し、取得し、又は体系的に保存するものとする。

第11条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。

２　公文書のうち文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシステムによる方法

により体系的に保存するものとする。

３　公文書（電子公文書を除く。）は、常に丁寧に取り扱うとともに、その受渡しを確実に行い、汚損が甚だしい

ときは、適宜の方法により補修し、常に公文書の内容が明らかであるようにしておかなければならない。

第15条第２項中「山形県イントラ情報システム」を「山形県庁ポータルサイト」に改める。

第16条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（文書の配布）」を付し、同条第３項を削る。

第17条及び第18条を次のように改める。

　（勤務時間外の文書の取扱い）

第17条　勤務時間外に送達された文書（電子文書を除く。）は、文書主管課の長（以下「文書主管課長」という。）

が指名する者が受領し、次に掲げる方法により処理し、文書取扱担当者に引き継がなければならない。

(1)	内容証明及び配達証明並びに持参人が権利の得喪に関係ある旨を表明した文書は、当該文書の封皮又は余白

に到着の日時を記入しておくこと。

(2)	書留の取扱いによる文書は、書留文書送達簿に所要の事項を記入すること。

(3)	前２号以外の文書は、結束しておくこと。

２　前項に規定する文書主管課長が指名する者は、受領した文書で緊急の処理を要すると認められるものについて

は、直ちに名あて者又は関係者に連絡しなければならない。

　（郵便料金の不足又は未納の場合の取扱い）

第18条　文書主管課又は前条第１項に規定する文書主管課長が指名する者において郵便料金が不足又は未納の郵便

物の送達を受けた場合は、発信者が官公庁であるとき又は公務に関し特に必要と認めたときに限り、その不足又

は未納の料金を支払って受領することができる。

第19条中「次条において同じ。」を削る。

第20条及び第21条を次のように改める。

　（収受した文書の処理）

第20条　文書取扱担当者は、文書取扱主任者の指示により、収受した文書を担当の係長（これに準じる職にある者

を含む。以下「担当係長」という。）、担当者又は名あて者（以下「担当係長等」という。）に配布しなければな

らない。

２　担当係長等は、文書管理システムに、件名、収受年月日その他必要な事項を入力し、収受した文書その他必要

な書類を添付して登録することにより収受文書管理簿（別記様式第３号）への登録を行わなければならない。た

だし、収受した文書に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、収受文書管理簿への登録を要しない

ものとする。

３　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた紙の文書について、収受の手続をとる必要がないと文書取扱

主任者が認める文書を除き、受付日付印を押印しなければならない。ただし、前項の規定により収受文書管理簿

に登録した文書については、この限りでない。

４　担当係長等は、第１項の規定により配布を受けた文書のなかに異例又は疑義のあるものがあるときは、速やか

に上位の職員に提示して処理方針、処理期限、合議の有無等必要な指示を受けなければならない。

５　直接文書の送達を受けた者は、収受した文書について、前３項の規定の例により当該文書を処理しなければな

らない。

　（文書の起案等）

第21条　文書の起案は、文書管理システムに、件名、内容、理由、経緯等の必要な事項を入力し、文案及び関係文

書その他必要な書類（以下「文案等」という。）を添付して登録することにより行われなければならない。ただ

し、文案等に総括文書管理者が別に定めるものが含まれる場合は、当該文案等を添付しないことができる。

２　前項ただし書の場合において、起案を行った者（以下「起案者」という。）は、当該文案等に文書管理システ

ムにより出力した添付文書管理票を添えて回付を行うものとする。

３　第１項の規定にかかわらず、次に掲げる場合においては、文書管理システムによらずに起案を行うことができ

る。
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(1)	業務に電子決裁システム（電子決裁機能を有するもの又は決裁欄が印字された起案用紙が出力できるものに

限る。）を使用する場合

(2)	決裁又は合議を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(3)	起案を行う者が文書管理システムを使用できない場合

(4)	前３号に掲げる場合のほか、文書管理システムにより起案を行わないことについて相当な理由があると総括

文書管理者が認める場合

４　前項の規定による起案は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。

(1)	前項第１号　電子決裁システムによる方法又は電子決裁システムにより出力される決裁欄が印字された起案

用紙を用いる方法

(2)	前項第２号　文書管理システムにより出力した起案用紙を用いる方法

(3)	前項第３号及び第４号　起案用紙（別記様式第４号）を用いる方法

５　文書の回覧をするときは、文書管理システムに、件名、内容等の必要な事項を入力し、必要に応じ、関係文書

を添付して登録することにより行わなければならない。ただし、関係文書に総括文書管理者が別に定めるものが

含まれる場合は、文書管理システムにより出力した回覧用紙を用いて処理するものとする。

６　保存期間が１年未満である文書は、収受した文書の余白に処理案を設ける等適宜の方法で処理することができ

る。

第22条を削る。

第３章第４節の節名を削る。

第20条の次に次の節名を付する。

　　　第４節　文書の起案及び決裁

第23条を削る。

第24条の前の見出しを削り、同条第１項中「、起案文書」を「、第21条第４項各号に規定する起案用紙又は前条

第２項の規定による添付文書管理票を添えた文案等（以下「起案文書等」という。）」に、「当該起案文書」を「当

該起案文書等」に改め、同条第２項中「起案文書」を「起案文書等」に改め、同条を第22条とし、同条の前に見出

しとして「（起案文書等の処理）」を付する。

第25条第１項中「起案を行った者（以下「」及び「」という。）」を削り、同条を第23条とする。

第26条第１項中「起案文書で」を削り、「ものは」を「起案文書は」に改め、同条第２項中「主務部課室長」を

「主務課長」に改め、同条を第24条とする。

第27条中「局」を「本局又は局」に、「との」を「（以下「関係機関等」という。）との」に改め、「あらかじ

め」及び「これをすることによって」を削り、同条を第25条とする。

第28条中「とき、」を「とき」に、「機関」を「関係機関等」に改め、同条に次の１項を加える。

２　合議を受けた関係機関等で、当該合議に係る事項の処理の結果を知る必要があるときは、起案文書に「要再

告」と記載しておかなければならない。この場合において、起案者は、その関係機関等に当該事項の処理の結果

を報告しなければならない。

第28条を第26条とし、第29条を第27条とする。

第30条の前の見出しを削り、同条中「起案文書を持ち回って」を「口頭で説明し、又は起案文書等を持ち回るこ

とによって」に改め、同条を第28条とし、同条の前に見出しとして「（持ち回り決裁等）」を付する。

第31条中「りん議」を「回議」に改め、同条を第29条とし、第３章第４節中同条の次に次の２条を加える。

　（決裁後の処理）

第30条　起案者は、起案文書が決裁されたときは、決裁年月日を文書管理システム若しくは電子決裁システムに登

録し、又は第21条第４項各号に規定する起案用紙に記入しなければならない。

　（決裁文書の廃案等）

第31条　起案者は、決裁文書に基づいて公文書を施行する前に当該決裁文書を廃案とし、又は当該決裁文書の内容

に変更（誤字又は脱字の訂正その他の軽微な変更を除く。）を加える必要が生じた場合、当該決裁文書を廃案と

する旨又は当該変更後の内容について、その理由を添えて改めて起案し、決裁を受けなければならない。

２　前項の規定により起案した決裁文書は、前条の規定の例により処理するものとする。

第32条第１項中「付けなければ」を「付さなければ」に改め、同項第１号中「法令番号簿（別紙様式第５号」を

「県立病院課が管理する法令番号簿（別記様式第５号」に、「付ける」を「付す」に改め、同項第２号中「別表第

２による記号」を「文書管理システムにより付される記号」に、「付ける」を「付す」に改め、同項第３号中「別

表第２による」を「文書管理システムにより付される」に、「付ける」を「付す」に改め、同項に次の１号を加え
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る。

(4)	災害、システム障害その他やむを得ない事由により文書管理システムが利用できない場合は、前２号の規定

にかかわらず、第２号に掲げる種類ごとに別表第２による記号及び主務課が管理する公文書番号簿（別記様式

第６号）により会計年度による一連番号を付すこと。

第32条第２項中「の各号」を削る。

第33条を削る。

第34条第２項中「付けた」を「付した」に改め、「番号及び」を削り、「、当該施行文書に係る決裁文書及び公文

書番号簿（別記様式第６号）」を「文書管理システム若しくは電子決裁システムに登録し、又は当該施行文書に係

る番号及び施行年月日を第21条第４項各号に規定する起案用紙」に改め、同条に次の１項を加える。

３　起案者は、公文書番号簿により施行文書の番号を付した場合、当該施行文書に係る番号及び施行年月日を公文

書番号簿に転記しなければならない。

第34条を第33条とする。

第35条を削る。

第36条第３項を削り、同条を第34条とし、第37条を第35条とし、同条の次に次の２条を加える。

　（施行）

第36条　公文書の施行は、次に掲げる方法により行うものとする。

(1)	郵便等による発送（使送を含む。）

(2)	県公報に登載する方法

(3)	電子メール又はファクシミリ装置を使用した送信

(4)	文書管理システムを使用した送信

(5)	山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載

(6)	前号の方法に準ずる方法として総括文書管理者が別に定めるもの

　（郵送による文書の発送）

第37条　文書取扱担当者は、郵送による発送を要する文書（主務課で直接発送する文書を除く。）を、文書主管課

長が定める時刻までに文書主管課に回付しなければならない。

２　文書を書留で発送するときは、文書主管課長が別に定める手続により行わなければならない。

第38条及び第39条を削り、第40条を第38条とする。

第59条を第60条とし、第51条から第58条までを１条ずつ繰り下げる。

第50条第２項中「個人情報等が記載された」を削り、同条を第51条とする。

第49条第３項中「期間満了ファイル等について、30年を超えて保存しようとするときは、あらかじめ知事に協議

し、その同意を得なければならない。この場合において、」を「施行規則第９条第２項後段に規定するところによ

り」に改め、同条を第50条とする。

第48条第２項中「総務部高等教育政策・学事文書課長」を「高等教育政策・学事文書課長」に改め、同条第７項

中「移管廃棄簿」を「文書管理システムをもって調製される移管廃棄簿」に改め、同項を同条第８項とし、同条第

６項中「第４項」を「第５項」に、「得られないときは」を「得られないときは、当該文書管理者は」に改め、同

項を同条第７項とし、同条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、同条第３項中「前項」を「第２項」に、

「総務部高等教育政策・学事文書課長」を「高等教育政策・学事文書課長」に改め、同項を同条第４項とし、同条

第２項の次に次の１項を加える。

３　文書管理者は、第１項の規定により電磁的記録である期間満了ファイル等を移管するときは、暗証番号の設

定、暗号化等の保護措置の解除その他の当該公文書ファイル等を一般の利用に供するために必要な措置を講ずる

ものとする。

第48条を第49条とし、第47条を第48条とする。

第46条の見出し中「公表」を「調製及び公表」に改め、同条中「は、」を「は、文書管理システムをもって調製

するものとし、」に改め、同条を第47条とする。

第45条第１項中「第47条」を「第48条」に改め、同条を第46条とする。

第44条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。

２　公文書ファイル等は、他の法令等の規定により書面等により保存しなければならない場合、当該公文書を電磁

的方法により管理することによって事務の円滑な遂行に支障が生じるおそれがある場合その他特別の事情がある

と総括文書管理者が認める場合を除き、電磁的方法（文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公

文書は、これらのシステムによる方法）により体系的に保存するものとする。
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第44条を第45条とする。

第43条第１項中「第41条第１項第１号」を「第42条第１項第１号」に改め、同項に次のただし書を加える。

ただし、他の法令等の規定により保存期間が設定されている公文書にあっては、当該保存期間とする。

第43条第２項中「もの」を「もの（以下「常用文書」という。）」に改め、同条第６項中「に掲げる」を「の」

に改め、同条第８項中「第41条第１項第３号」を「第42条第１項第３号」に改め、同条第10項を次のように改め

る。

10　常用文書について業務に常時利用する必要がなくなったときは、第１項及び第３項から前項までの規定を適用

する。この場合において、当該文書に係る公文書作成取得日及び公文書ファイル作成日は、業務に常時利用する

必要がなくなった日とする。

第43条を第44条とし、第42条を第43条とする。

第41条第１項第４号及び第５号を次のように改める。

(4)	電子公文書ファイル（電子公文書のみで構成される公文書ファイルをいう。）及び電子公文書について、適

切に整理し、及び保存すること。

(5)	前号の規定にかかわらず、文書管理システム又は電子決裁システムに登録した電子公文書は、これらのシス

テムを使用して適切に整理し、及び保存すること。

第41条第３項を次のように改める。

３　紙の公文書ファイルとして保存する場合、職員は、次に掲げる事務を行わなければならない。

(1)	公文書ファイルには、文書管理システムにより出力した文書目録又は公文書索引（別記様式第７号）を付

け、所要の事項を記載すること。ただし、保存期間を第44条第１項第５号若しくは第６号又は同条第２項のい

ずれかに規定する期間に設定した公文書には、公文書索引を付けることを省略することができること。

(2)	公文書ファイルの厚さは、原則として６センチメートル以内とし、表紙及び文書管理システムにより出力し

た背表紙を付けること。ただし、保存期間を第44条第１項第６号に規定する期間に設定した公文書には、背表

紙（別記様式第８号）を付けること。

第41条第４項及び第５項を削り、同条を第42条とし、第３章第５節中同条の前に次の３条を加える。

　（電子メールによる送信）

第39条　電子メールを使用した公文書の送信については、第34条第２項の規定により公印の押印を省略した公文書

及び第35条の規定により電子署名を行った公文書について、別に定めるところにより行うものとする。

　（文書管理システムによる送信）

第40条　文書管理システムにより起案された施行文書で県の組織に発するもの（総括文書管理者が定めるものを除

く。）は、文書管理システムを使用して送信するものとする。

　（山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの掲載）

第41条　山形県ホームページ又は山形県庁ポータルサイトへの公文書の掲載については、電磁的記録について、別

に定めるところにより行うものとする。

別記様式第１号を次のように改める。

様式第１号

附　則

１　この規程は、令和８年８月１日から施行する。

２　第２条の規定による改正後の山形県病院事業局公文書管理規程の規定（第32条の規定を除く。）は、この規程

の施行の日以後に収受、起案及び決裁又は施行をする文書から適用し、同日前に収受、起案及び決裁又は施行を

した文書については、なお従前の例による。
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公　　　　　告
 　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、山形県給与等システム運用管理業務の調達に

ついて、一般競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　入札の場所及び日時

(1)	場所　山形市松波二丁目８番１号　山形県庁総務部総務厚生課分室（15階）

(2)	日時　令和８年９月７日（月）　 午前10時

２　入札に付する事項　

(1)	調達をする役務の名称及び数量　山形県給与等システム運用管理業務　一式

(2)	調達をする役務の仕様等　入札説明書及び仕様書による。

(3)	契約期間　令和８年10月１日から令和11年９月30日まで

(4)	入札方法　総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約期間に相当する料金の総額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

(1)	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

(2)	令和８年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（令和８年１月

30日付け県公報第675号）により公示された資格を有すること。

(3)	山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

(4)	次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

(5)	情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度に関してJIS Q 27001（ISO/IEC27001）の基準に適

合することによる認証を受けていること。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに契約に関する事務を担当する部局等

山形市松波二丁目８番１号　山形県総務部総務厚生課業務システム係　電話番号023(630)3337

５　入札保証金及び契約保証金

(1)	入札保証金　免除する。

(2)	契約保証金　契約金額の100分の10に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り上げた金額）以上の額。ただし、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」とい

う。）第135条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の
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２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

９　その他

(1)	この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を令和８年８月26日（水）午後４時までに、競争入札参加資格者名簿に登載されて

いない者にあっては競争入札参加資格審査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を同月20日（木）午

後４時までに山形県総務部総務厚生課業務システム係に提出するとともに、併せて次の書類を提出すること。

この場合において、これらの書類を提出した者は、入札日の前日までに当該書類に関し説明又は協議を求めら

れた場合は、それに応じるものとする。

イ　３の(5)に係る事項を証明する書類

ロ　２の(1)の役務の仕様に適合するものとして作成した応札に係る役務の仕様書（以下「応札役務仕様書」

という。）及び競争入札に係る応札役務仕様書等審査申請書

(2)	(1)により提出された応札役務仕様書については、２の(1)の役務の仕様に適合しているかどうかを審査し、

審査の結果適合しないと認められた場合は、当該応札役務仕様書を提出した者は、この入札に参加することが

できない。

(3)	この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定め、再委託の禁止に関する定め、個人情報の保護に関する定め並びにこの契約に係る

次年度以降の歳入歳出予算が成立しない場合の契約解除に関する定めを設けるものとする。

(4)	この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

(5)	詳細については入札説明書による。

10　Summary

(1)	Nature and quantity of the services to be required: The Yamagata Prefectural information system for 

personnel,wages and benefits operation management business: 1 set

(2)	Time-limit for tender: 10:00 A.M. September 7,2026

(3)	Contact point for the notice: Public Welfare Division,General Affairs Department,Yamagata 

Prefectural Government,8-1 Matsunami 2-chome,Yamagata-shi,Yamagata-ken 990-8570 Japan 

TEL 023(630)3337

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　建設業法（昭和24年法律第100号）第29条第１項の規定により、建設業の許可を次のとおり取り消した。

　　令和８年７月28日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子



令和８年７月28日（火曜日） 第724号山　　形　　県　　公　　報

757

取
消
し
を
受
け
た
者
の

商
号
又
は
名
称

代
表

者
氏

名
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地

山
形
県
知
事

許
可
番
号

取
り
消
さ
れ
た
建
設
業
の
種
類

取
消
し
の
原
因

と
な
っ
た
事
実

取
消
年
月
日

株
式
会
社
ク
サ
バ
電
気

那
須

　
正

山
形
市
南
栄
町
二
丁
目
1
1
番
2
4
号

（
般
－
２
）

第
1
0
1
9
6
2
号

電
気
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

廃
止

の
届

出
令
和
 
7
.
 
4
.
 
2

鹿
野
建
築

鹿
野

仁
一

米
沢
市
大
字
三
沢
2
6
1
0
1
番
地
の
9
2

（
般
－
４
）

第
5
0
1
0
2
8
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
及
び
内
装
仕
上
工
事

業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

コ
ー
ヨ
ー
建
装
株
式
会
社

梅
津

公
洋

山
形
市
飯
塚
町
字
岡
8
9
9
番
地

（
般
－
３
）

第
1
0
2
2
0
3
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

石
工

事

業
、
鋼
構
造
物
工
事
業
、
舗
装
工
事
業
、
し
ゆ
ん

せ
つ
工
事
業
、
塗
装
工
事
業
及
び
水
道
施
設
工
事

業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
4
.
 
3

ミ
ナ
ミ
ノ
建
築

小
川

　
弘

米
沢
市
太
田
町
五
丁
目
5
7
3
番
地
3
0

（
般
－
２
）

第
5
0
0
9
9
4
号

大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
4
.
 
8

株
式
会
社
富
田
造
園
デ
ザ
イ

ン
冨

田
晶

子
山
形
市
大
字
岩
波
2
9
0
番
地
１

（
般
－
２
）

第
1
0
1
2
4
9
号

造
園
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
4
.
1
0

中
央
清
掃
有
限
会
社

横
山

雄
基

米
沢
市
大
字
花
沢
3
1
1
9
番
地
の
1
8

（
般
－
４
）

第
5
0
0
5
9
1
号

土
木
工
事
業
及
び
水
道
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一

般
建
設
業

同
同

小
野
建
築
工
業

小
野

重
美

新
庄
市
金
沢
1
1
2
番
地

（
般
－
３
）

第
4
0
0
3
0
0
号

建
築
工
事
業
及
び
大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
　
4
.
1
1

遠
田
工
務
店

遠
　
田
　
美
喜
雄

鶴
岡
市
大
山
二
丁
目
5
1
番
3
1
号

（
般
－
６
）

第
7
0
1
7
9
0
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
4
.
1
6

有
限
会
社
那
須
鉄
工
所

那
須

良
一

山
形
市
大
字
漆
山
2
4
6
8
番
地
２

（
般
－
２
）

第
1
0
0
4
5
2
号

鋼
構
造
物
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
4
.
1
7

有
限
会
社
皆
川
工
務
店

皆
川

俊
一

南
陽
市
二
色
根
5
1
番
地

（
般
－
３
）

第
5
0
0
2
1
6
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

石
工

事

業
、
舗
装
工
事
業
、
し
ゆ
ん
せ
つ
工
事
業
及
び
水

道
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
4
.
1
8

本
田
建
築

本
田

幸
弘

酒
田
市
手
蔵
田
字
蔵
南
4
3
番
地
１

（
般
－
２
）

第
7
0
1
2
4
7
号

土
木
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

株
式
会
社
ベ
ル
ノ

長
谷
川
　
求
　
洋

山
形
市
荒
楯
町
一
丁
目
1
5
番
１
号

（
般
－
４
）

第
1
0
2
0
5
2
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
4
.
2
4

宇
野
建
築

宇
野

吉
夫

東
根
市
温
泉
町
三
丁
目
４
番
1
1
号

（
般
－
２
）

第
3
0
0
6
8
5
号

建
築
工
事
業
及
び
大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
　
4
.
3
0

佐
藤
工
務
店
　

佐
藤

健
次

長
井
市
平
山
7
3
5
番
地

（
般
－
４
）

第
6
0
0
3
7
4
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
5
.
 
1



令和８年７月28日（火曜日） 第724号山　　形　　県　　公　　報

758

稲
村
建
築

稲
村

正
光

西
村

山
郡

大
江

町
大

字
三

郷
丙
3
5
1

番
地

（
般
－
２
）

第
2
0
0
5
2
2
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
5
.
 
8

有
限
会
社
丸
浩
伊
藤
工
務
所

伊
藤

　
修

山
形
市
飯
塚
町
2
0
3
8
番
地

（
般
－
３
）

第
1
0
0
8
1
9
号

土
木
工
事
業
、
と
び
・
土
工
工
事
業
及
び
水
道
施

設
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
5
.
1
4

遠
田
建
設
株
式
会
社

遠
　
田
　
登
与
志

酒
田
市
上
青
沢
字
向
芦
沢
8
3
番
地
３

（
特
－
５
）

第
7
0
0
1
8
5
号

解
体
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
　
　
　
5
.
1
6

株
式
会
社
く
ら
が
ね

神
尾

哲
史

南
陽

市
三

間
通
1
4
4
番

地
８

く
ら

が

ね
荘
月
山

（
般
－
６
）

第
5
0
1
1
6
8
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、
タ

イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
及
び
内
装
仕

上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
5
.
1
9

株
式
会
社
赤
川
産
業

菅
原

　
幸

鶴
岡
市
羽
黒
町
赤
川
字
地
蔵
俣
9
5
番

地
の
３

（
般
－
２
）

第
7
0
0
0
6
8
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

石
工

事

業
、
鋼
構
造
物
工
事
業
、
舗
装
工
事
業
、
し
ゆ
ん

せ
つ
工
事
業
及
び
水
道
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一

般
建
設
業

同
同

株
式
会
社
東
和

田
中

孝
佳

酒
田
市
緑
ヶ
丘
二
丁
目
２
番
地
の
２

（
般
－
２
）

第
7
0
1
9
9
2
号

土
木
工
事
業
、
建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
と

び
・
土
工
工
事
業
、
石
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、

タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
、
鋼
構
造

物
工

事
業
、

舗
装

工
事

業
、

し
ゆ

ん
せ

つ
工

事

業
、
内
装
仕
上
工
事
業
、
水
道
施
設
工
事
業
及
び

解
体
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
5
.
2
1

み
ど
り
環
境
建
設
株
式
会
社

渡
部

泰
広

東
置

賜
郡

高
畠

町
大

字
相

森
1
4
7
番

地
２

（
般
－
４
）

第
5
0
0
9
0
7
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
5
.
2
9

株
式
会
社
リ
ノ
ベ
ー
ス

阿
久
澤
　
　
　
透

山
形
市
西
田
五
丁
目
2
5
番
３
号

（
般
－
６
）

第
1
0
2
3
5
1
号

大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
及
び
タ
イ
ル
・
れ
ん

が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
5
.
3
0

有
限
会
社
イ
ン
テ
リ
ア
石
井

石
井

茂
善

山
形
市
大
野
目
一
丁
目
６
番
3
9
号

（
般
－
５
）

第
1
0
0
5
2
3
号

内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

有
限
会
社
荒
木
工
務
店

荒
木

栄
治

西
村

山
郡

西
川

町
大

字
間

沢
1
9
1
番

地

（
般
－
２
）

第
2
0
0
2
5
8
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
と
び
・
土
工
工
事

業
、
屋
根
工
事
業
、
タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ

ク
工
事
業
及
び
内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般

建
設
業

同
同
　
 
　
 
6
.
 
2

株
式
会
社
悠
心

安
孫
子
　
裕
　
嗣

寒
河
江
市
本
楯
三
丁
目
1
4
0
番
地

（
般
－
２
）

第
2
0
0
7
6
5
号

内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

有
限
会
社
高
実
工
務
店

高
橋

実
則

東
村
山
郡
中
山
町
大
字
長
崎
1
1
6
8
番

地
１

（
般
－
２
）

第
1
0
0
8
2
7
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
6
.
 
3



令和８年７月28日（火曜日） 第724号山　　形　　県　　公　　報

759

冨
樫
建
設
有
限
会
社

冨
樫

和
之

東
田
川
郡
三
川
町
大
字
押
切
新
田
字

豊
秋
1
6
3
番
地
１

（
般
－
２
）

第
7
0
0
5
1
5
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

石
工

事

業
、
管
工
事
業
、
舗
装
工
事
業
及
び
水
道
施
設
工

事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
6
.
 
5

株
式
会
社
土
屋
建
設

土
　
屋
　
喜
三
郎

上
山
市
三
本
松
9
3
1
番
地

（
般
－
２
）

第
1
0
0
1
3
0
号

内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
6
.
1
9

マ
ル
エ
建
築

佐
藤

勝
寿

東
田
川
郡
庄
内
町
余
目
字
土
堤
下
2
3

番
地
1
1

（
般
－
２
）

第
7
0
1
4
5
0
号

屋
根
工
事
業
、
タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工

事
業
及
び
内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設

業

同
同

有
限
会
社
小
松
建
築
板
金

小
松

喜
悦

酒
田
市
北
沢
字
野
手
南
8
6
番
地

（
般
－
５
）

第
7
0
2
1
8
0
号

屋
根
工
事
業
及
び
板
金
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同

株
式
会
社
上
野
ガ
ラ
ス

上
野

　
清

酒
田
市
亀
ヶ
崎
五
丁
目
1
4
番
4
6
号

（
般
－
２
）

第
7
0
0
7
0
5
号

ガ
ラ
ス
工
事
業
、
防
水
工
事
業
及
び
建
具
工
事
業

に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
6
.
2
4

株
式
会
社
利
真

阿
部

利
夫

山
形
市
伊
達
城
一
丁
目
1
0
番
８
号

（
般
－
２
）

第
1
0
2
1
7
4
号

と
び
・
土
工
工
事
業
及
び
解
体
工
事
業
に
関
す
る

一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
6
.
2
5

白
壁
塗
装
株
式
会
社

白
壁

裕
子

山
形
市
蔵
王
成
沢
6
9
4
番
地
４

（
般
－
３
）

第
1
0
0
5
8
7
号

塗
装
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

株
式
会
社
カ
ナ
エ

石
崎

正
隆

米
沢
市
矢
来
二
丁
目
４
番
7
7
号

（
般
－
５
）

第
5
0
1
2
3
4
号

石
工
事
業
、
鋼
構
造
物
工
事
業
、
し
ゆ
ん
せ
つ
工

事
業
、
水
道
施
設
工
事
業
及
び
解
体
工
事
業
に
関

す
る
一
般
建
設
業

同
同

株
式
会
社
ｋ
ａ
ｓ
ｕ
ｍ
ｉ

村
上

　
剛

山
形
市
江
俣
五
丁
目
1
2
番
1
3
号

（
般
－
３
）

第
1
0
2
2
2
5
号

塗
装
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
6
.
2
7

Ｍ
ａ
ｋ
ｅ
　
Ｔ
ｒ
ｕ
ｓ
ｔ

村
山

　
博

米
沢
市
中
央
６
丁
目
１
番
7
8
号

（
般
－
４
）

第
5
0
1
2
2
4
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
7
.
 
1

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
株
式
会
社

小
松

龍
一

酒
田
市
両
羽
町
３
番
地
１

（
般
－
７
）

第
7
0
2
0
9
2
号

土
木
工
事
業
及
び
と
び
・
土
工
工
事
業
に
関
す
る

一
般
建
設
業

同
同

有
限
会
社
オ
ー
ク
ス

井
上

　
崇

新
庄
市
金
沢
8
1
7
番
地
５

（
般
－
４
）

第
4
0
0
6
2
8
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
7
.
 
2

株
式
会
社
Ｕ
－
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｔ

宇
津
木
　
　
　
晃

西
置
賜
郡
飯
豊
町
大
字
萩
生
3
1
7
1
番

地
２

（
般
－
２
）

第
6
0
0
5
3
9
号

土
木
工
事
業
、
と
び
・
土
工
工
事
業
及
び
舗
装
工

事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

株
式
会
社
小
林
商
事

小
林

照
子

南
陽
市
郡
山
6
3
0
番
地
の
５

（
般
－
４
）

第
5
0
0
9
8
3
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、
タ

イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
、
鋼
構
造
物

工
事
業
及
び
内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
　
7
.
 
8
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上
野
建
設
株
式
会
社

上
野

勇
太

東
田
川
郡
庄
内
町
古
関
字
土
手
の
下

1
1
番
地
１

（
般
－
２
）

第
7
0
0
5
5
9
号

造
園
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
7
.
1
4

株
式
会
社
荘
内
住
建

田
中

正
和

鶴
岡
市
白
山
字
興
野
1
3
2
番
地

（
般
－
２
）

第
7
0
1
9
9
6
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
と
び
・
土
工
工
事

業
、
屋
根
工
事
業
、
タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ

ク
工
事
業
、
内
装
仕
上
工
事
業
及
び
建
具
工
事
業

に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
7
.
1
8

共
栄
冷
機

永
岡

一
彦

東
根
市
大
字
蟹
沢
字
三
本
檀
1
6
3
0
番

地

（
般
－
２
）

第
3
0
0
8
4
6
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
7
.
2
4

有
限
会
社
結
城
設
備

結
城

　
修

天
童
市
大
字
貫
津
2
1
1
9
番
地
１

（
般
－
６
）

第
1
0
0
4
8
0
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
7
.
2
5

株
式
会
社
ア
サ
ヒ
総
建

佐
藤

正
志

鶴
岡

市
伊

勢
横

内
字

畑
福
1
1
2
番

地

の
２

（
般
－
３
）

第
7
0
2
1
4
4
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
7
.
2
9

庄
司
工
業
株
式
会
社

佐
藤

義
美

最
上
郡
真
室
川
町
大
字
大
沢
3
7
6
5
番

地

（
般
－
３
）

第
4
0
0
3
2
1
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
7
.
3
1

株
式
会
社
長
沢
建
設

長
澤

　
武

東
置
賜
郡
川
西
町
大
字
上
小
松
3
2
6
1

番
地

（
特
－
３
）

第
5
0
0
0
5
7
号

タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
に
関
す
る

特
定
建
設
業

同
同

株
式
会
社
ま
る
し
げ

志
藤

晶
郁

西
村
山
郡
河
北
町
谷
地
荒
町
東
二
丁

目
1
0
番
８
号

（
般
－
３
）

第
2
0
0
3
4
8
号

左
官
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
 
　
 
8
.
 
1

有
限
会
社
最
上
総
合
設
備

長
南

　
哲

新
庄

市
大

字
松

本
字

仁
間

浦
4
9
8
番

地
４

（
特
－
３
）

第
4
0
0
3
9
5
号

解
体
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
　
 
　
 
8
.
 
5

三
芝
工
業
株
式
会
社

奥
澤

洋
志

天
童
市
蔵
増
字
長
沼
4
2
5
2
番
地
３

（
般
－
２
）

第
1
0
0
1
0
2
号

機
械
器
具
設
置
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
8
.
 
7

有
限
会
社
丸
弥
増
子
建
設

増
子

吉
友

山
形
市
大
字
大
森
1
0
7
3
番
地
５

（
般
－
２
）

第
1
0
0
5
6
3
号

土
木
工
事
業
、
建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
と

び
・
土
工
工
事
業
、
舗
装
工
事
業
及
び
水
道
施
設

工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
8
.
1
2

城
東
機
械
製
造
株
式
会
社

小
山
田
　
拓
　
矢

西
村

山
郡

河
北

町
谷

地
字

真
木
2
6
6

番
地
６

（
般
－
４
）

第
2
0
0
7
4
0
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、
タ

イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
、
鋼
構
造
物

工
事
業
及
び
内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
 
　
 
8
.
1
4

株
式
会
社
相
馬
組

山
科

　
誠

新
庄
市
宮
内
町
９
番
2
0
号

（
般
－
３
）

第
4
0
0
1
8
5
号

大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
 
　
 
8
.
2
2
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株
式
会
社
裕
建

今
野

一
明

西
村

山
郡

朝
日

町
大

字
新

宿
9
7
2
番

地
５

（
般
－
２
）

第
2
0
0
7
9
9
号

土
木
工
事
業
、
建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
と

び
・
土
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、
タ
イ
ル
・
れ

ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
、
舗
装
工
事
業
及
び
内

装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
8
.
2
5

株
式
会
社
ド
ゥ
ー
ケ
ン

矢
萩

幸
江

村
山
市
楯
岡
笛
田
三
丁
目
３
番
６
号

（
般
－
３
）

第
3
0
0
0
6
2
号

解
体
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
8
.
2
6

斎
藤
畳
屋

齋
藤

武
志

村
山
市
大
字
河
島
甲
1
5
3
番
地

（
般
－
７
）

第
3
0
0
8
8
6
号

内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
9
.
 
2

株
式
会
社
ヤ
マ
コ
ー

皆
川

清
彦

山
形
市
鉄
砲
町
二
丁
目
1
3
番
1
8
号

（
般
－
７
）

第
1
0
1
9
6
6
号

建
築
工
事
業
及
び
電
気
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
　
9
.
 
3

株
式
会
社
ヒ
ロ
ケ
ン

廣
谷

　
薫

山
形

市
幸

町
１

番
２

号
駅

南
ビ

ル

3
0
2
号
室

（
般
－
７
）

第
1
0
2
5
4
3
号

解
体
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
9
.
 
4

ネ
ギ
ワ
建
築

半
澤

信
男

西
村

山
郡

河
北

町
谷

地
己
6
8
6
番

地

１

（
般
－
２
）

第
2
0
0
5
3
4
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
9
.
 
8

株
式
会
社
船
山
工
務
店

嵐
田

良
一

西
置
賜
郡
小
国
町
大
字
小
国
小
坂
町

一
丁
目
4
8
番
地

（
般
－
４
）

第
6
0
0
0
8
2
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

森
建
築
店

森
　

正
樹

山
形
市
大
字
青
柳
6
6
3
番
地

（
般
－
２
）

第
3
0
0
7
3
7
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
及
び
内
装
仕
上
工
事

業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
9
.
 
9

有
限
会
社
イ
シ
ザ
ワ

石
澤

一
夫

東
村
山
郡
中
山
町
大
字
長
崎
6
1
8
6
番

地
５

（
般
－
３
）

第
1
0
0
5
5
2
号

建
築
工
事
業
及
び
大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
　
9
.
1
2

西
原
設
備
工
業
株
式
会
社

室
岡

清
人

山
形
市
飯
田
西
五
丁
目
２
番
3
8
号

（
般
－
６
）

第
1
0
1
9
1
8
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
9
.
1
6

田
宮
建
設
工
業
有
限
会
社

田
宮

　
律

酒
田
市
千
代
田
字
諏
訪
面
8
8
番
地

（
般
－
７
）

第
7
0
2
0
8
8
号

電
気
工
事
業
及
び
電
気
通
信
工
事
業
に
関
す
る
一

般
建
設
業

同
同
　
　
　
9
.
2
4

株
式
会
社
末
広
工
務
店

高
橋

孝
二

山
形
市
末
広
町
1
8
番
1
2
号

（
般
－
４
）

第
1
0
0
3
8
3
号

土
木
工
事
業
、
建
築
工
事
業
及
び
内
装
仕
上
工
事

業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
9
.
2
9

株
式
会
社
新
興
総
業

那
須

和
俊

長
井
市
泉
字
東
一
本
木
1
7
2
9
番
地

（
般
－
２
）

第
6
0
0
5
7
2
号

塗
装
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

有
限
会
社
丸
和
水
道
工
業
所

松
永

　
肇

酒
田
市
亀
ヶ
崎
六
丁
目
２
番
６
号

（
般
－
３
）

第
7
0
0
0
9
2
号

管
工
事
業
及
び
水
道
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一
般

建
設
業

同
同
　
　
　
9
.
3
0

有
限
会
社
小
嶋
設
備
工
業

小
嶋

長
榮

山
形
市
桜
田
西
四
丁
目
1
3
番
1
0
号

（
般
－
２
）

第
1
0
1
0
5
5
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
0
.
 
3
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キ
ム
ラ
重
搬

木
村

二
朗

南
陽
市
三
間
通
1
2
9
1
番
地
５

（
般
－
７
）

第
5
0
0
8
5
1
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

石
工

事

業
、
鋼
構
造
物
工
事
業
、
舗
装
工
事
業
、
し
ゆ
ん

せ
つ
工
事
業
及
び
水
道
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一

般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
0
.
 
7

有
限
会
社
外
塚
十
兵
衛
商
店

外
塚

兵
衛

村
山
市
大
字
大
久
保
甲
4
4
9
7
番
地
１

（
般
－
３
）

第
3
0
0
1
2
7
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

管
工

事

業
、
舗
装
工
事
業
、
ガ
ラ
ス
工
事
業
及
び
水
道
施

設
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
0
.
 
9

東
栄
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
業
株

式
会
社

新
田

裕
之

山
形
市
富
神
台
1
9
番
地

（
般
－
３
）

第
1
0
0
1
2
1
号

タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
に
関
す
る

一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
0
.
1
4

有
限
会
社
大
滝
工
建

大
滝

洋
子

酒
田
市
黒
森
字
砂
土
端
3
4
番
地

（
般
－
５
）

第
7
0
0
6
1
0
号

土
木
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
0
.
1
5

株
式
会
社
Ｒ
Ｉ
Ｓ
Ｅ
工
業

遠
藤

　
昇

天
童
市
鎌
田
本
町
二
丁
目
６
番
1
7
号

（
般
－
２
）

第
1
0
2
3
8
7
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
0
.
1
7

丸
福
建
設
株
式
会
社

菊
地

　
哲

西
村

山
郡

大
江

町
大

字
本

郷
丙
6
3
3

番
地

（
般
－
６
）

第
2
0
0
0
5
6
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、
タ

イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
及
び
内
装
仕

上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
 
　
1
0
.
2
4

株
式
会
社
新
幸
建
設

樋
渡

孝
幸

新
庄
市
大
字
本
合
海
1
1
2
5
番
地
９

（
般
－
３
）

第
4
0
0
1
1
1
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
 
　
1
0
.
3
1

佐
野
建
築

佐
野

保
男

西
置

賜
郡

小
国

町
大

字
種

沢
5
6
1
番

地
３

（
般
－
３
）

第
6
0
0
4
3
9
号

建
築
工
事
業
及
び
大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
 
　
1
1
.
 
4
 

有
限
会
社
マ
ル
コ
ー
渋
谷
建

築
澁
　
谷
　
孝
二
郎

山
形
市
大
字
青
柳
1
7
7
8
番
地
２

（
般
－
４
）

第
1
0
0
6
9
4
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
及
び
内
装
仕
上
工
事

業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
 
5

荻
野
建
設
株
式
会
社

荻
野

武
好

山
形
市
あ
こ
や
町
三
丁
目
1
5
番
2
8
号

（
特
－
４
）

第
1
0
0
3
9
2
号

解
体
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
 
6

有
限
会
社
プ
ラ
ス
テ
ィ

三
浦

敏
彰

米
沢
市
中
央
一
丁
目
３
番
1
2
号

（
般
－
３
）

第
5
0
1
1
0
3
号

解
体
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
1
1

出
羽
塗
装

德
田

邦
夫

酒
田
市
北
千
日
町
８
番
2
5
号

（
般
－
７
）

第
7
0
0
4
6
1
号

塗
装
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
1
2

有
限
会
社
小
山
土
建

小
山

洋
一

村
山
市
大
字
大
久
保
甲
4
0
7
番
地

（
般
－
２
）

第
3
0
0
5
0
9
号

建
築
工
事
業
及
び
大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
1
3

有
限
会
社
ト
ー
ワ
ホ
ー
ム

冨
樫

良
孝

新
庄
市
桧
町
2
6
番
地
５

（
般
－
３
）

第
4
0
0
8
0
3
号

建
築
工
事
業
及
び
大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
1
4
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有
限
会
社
須
貝
建
板
工
業

山
岸

竜
矢

西
置
賜
郡
白
鷹
町
大
字
鮎
貝
5
4
1
8
番

地
3
1

（
般
－
７
）

第
6
0
0
1
2
8
号

板
金
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
1
9

株
式
会
社
斎
藤
工
務
店

齋
藤

和
明

山
形
市
大
字
陣
場
新
田
2
6
番
地

（
特
－
２
）

第
1
0
0
2
5
2
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
2
0

有
限
会
社
伊
藤
土
建

伊
藤

賢
一

山
形
市
天
神
町
1
3
9
6
番
地

（
般
－
３
）

第
1
0
1
2
9
0
号

土
木
工
事
業
及
び
と
び
・
土
工
工
事
業
に
関
す
る

一
般
建
設
業

同
同

有
限
会
社
原
田
建
設

原
田

　
明

最
上

郡
最

上
町

大
字

向
町
7
2
3
番

地

の
２

（
般
－
７
）

第
4
0
0
2
6
4
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
2
7

株
式
会
社
諏
訪
建
設

諏
訪

豊
満

鶴
岡
市
千
石
町
５
番
1
9
号

（
般
－
４
）

第
7
0
0
5
8
9
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
左
官
工
事
業
、
屋

根
工
事
業
、
タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事

業
、
鉄
筋
工
事
業
、
板
金
工
事
業
、
ガ
ラ
ス
工
事

業
、
防
水
工
事
業
、
内
装
仕
上
工
事
業
及
び
建
具

工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
1
.
2
8

株
式
会
社
米
住
建
設

古
畑

　
亮

米
沢
市
花
沢
町
一
丁
目
1
1
番
3
7
号

（
特
－
５
）

第
5
0
0
9
4
3
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
　
 
　
1
2
.
 
3

有
限
会
社
守
屋
工
務
店

守
屋

由
美

西
置
賜
郡
白
鷹
町
大
字
荒
砥
乙
1
0
2
7

番
地
3
5

（
般
－
２
）

第
6
0
0
4
0
9
号

土
木
工
事
業
、
と
び
・
土
工
工
事
業
、
石
工
事
業

及
び
水
道
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
 
　
1
2
.
 
4

斎
藤
塗
装

長
谷
部
　
千
　
博

酒
田
市
飛
鳥
字
大
道
端
1
0
3
番
１

（
般
－
６
）

第
7
0
2
0
7
4
号

管
工
事
業
及
び
塗
装
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設

業
同

同
　
 
　
1
2
.
1
2

株
式
会
社
多
田
機
販

多
田

志
利

山
形
市
北
町
四
丁
目
４
番
3
5
号

（
般
－
５
）

第
1
0
1
4
5
9
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
2
.
1
7

株
式
会
社
ア
イ
ケ
ン

渡
邊

三
郎

寒
河
江
市
大
字
八
鍬
字
南
4
7
8
番
1
1

（
般
－
２
）

第
2
0
0
8
0
1
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

石
工

事

業
、
舗
装
工
事
業
、
し
ゆ
ん
せ
つ
工
事
業
、
水
道

施
設
工
事
業
及
び
解
体
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
 
　
1
2
.
2
3

株
式
会
社
リ
ノ
ベ
ー
ス

阿
久
澤
　
　
　
透

山
形
市
西
田
五
丁
目
2
5
番
３
号

（
般
－
７
）

第
1
0
2
3
5
1
号

大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
及
び
タ
イ
ル
・
れ
ん

が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
 
1
2
.
2
6

有
限
会
社
ビ
ー
エ
ヌ
設
備

原
田

　
文

山
形
市
江
俣
四
丁
目
1
9
番
1
1
号

（
般
－
４
）

第
1
0
0
5
8
8
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

東
北
鉄
筋
興
業
株
式
会
社

金
田

孝
司

新
庄

市
大

字
萩

野
字

横
根

山
1
0
0
番

地

（
般
－
７
）

第
4
0
0
1
4
3
号

鉄
筋
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
令
和
 
8
.
 
1
.
 
5

佐
藤
建
築

佐
藤

源
三

長
井
市
上
伊
佐
沢
1
3
4
3
番
地

（
般
－
２
）

第
6
0
0
0
9
4
号

建
築
工
事
業
及
び
大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
　
1
.
 
6
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油
井
工
務
店

油
井

正
敏

米
沢
市
大
字
浅
川
4
9
2
番
地
の
１

（
般
－
３
）

第
5
0
0
3
1
8
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、
タ

イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
及
び
内
装
仕

上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
1
.
 
7

株
式
会
社
朝
倉
電
機

朝
倉

純
子

山
形
市
北
町
一
丁
目
４
番
１
号

（
般
－
４
）

第
1
0
0
1
4
0
号

電
気
工
事
業
及
び
機
械
器
具
設
置
工
事
業
に
関
す

る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
1
.
 
8

ヒ
ロ
タ
ニ
保
温

広
谷

　
進

東
根
市
三
日
町
二
丁
目
３
番
５

（
般
－
２
）

第
3
0
0
6
0
7
号

熱
絶
縁
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

株
式
会
社
庄
司
製
作
所

庄
司

匡
輝

山
形
市
北
町
一
丁
目
４
番
4
3
号

（
般
－
２
）

第
1
0
0
1
5
3
号

管
工
事
業
及
び
機
械
器
具
設
置
工
事
業
に
関
す
る

一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
1
.
1
3

株
式
会
社
鈴
木
製
材
所

鈴
木

朝
治

東
根
市
温
泉
町
三
丁
目
６
番
８
号

（
特
－
４
）

第
3
0
0
7
0
5
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
と
び
・
土
工
工
事

業
、
タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
及
び

塗
装
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同

秋
野
建
築

秋
野

　
稔

尾
花
沢
市
上
町
三
丁
目
１
番
2
9
号

（
般
－
４
）

第
3
0
0
3
7
7
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
及
び

内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
1
.
1
6

株
式
会
社
智
堂
技
建

佐
藤

智
一

鶴
岡
市
美
咲
町
1
5
番
3
9
号

（
般
－
４
）

第
7
0
2
0
9
1
号

鉄
筋
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

丸
忠
加
藤
工
務
店

加
藤

義
次

尾
花
沢
市
大
字
丹
生
1
4
9
2
番
地

（
般
－
３
）

第
3
0
0
8
0
6
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
1
.
1
9

髙
木
塗
装

髙
木

　
忍

米
沢
市
塩
井
町
塩
野
1
7
1
8
番
地

（
般
－
５
）

第
5
0
1
2
3
2
号

塗
装
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
1
.
2
2

砂
丘
管
工
有
限
会
社

齋
藤

光
子

酒
田
市
宮
野
浦
三
丁
目
９
番
5
5
号

（
般
－
２
）

第
7
0
1
1
3
1
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

東
亜
熱
研
工
業
株
式
会
社

増
村

泰
人

米
沢
市
万
世
町
堂
森
7
0
7
番
３

（
般
－
２
）

第
5
0
0
2
8
4
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
1
.
2
7

常
葉
建
設
株
式
会
社

加
藤

義
常

上
山
市
高
松
字
北
谷
地
3
2
7
番
地
１

（
般
－
７
）

第
1
0
2
3
9
1
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

石
工

事

業
、
鋼
構
造
物
工
事
業
、
舗
装
工
事
業
、
し
ゆ
ん

せ
つ
工
事
業
、
塗
装
工
事
業
、
水
道
施
設
工
事
業

及
び
解
体
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
 
　
 
1
.
2
8

今
田
建
築

今
田

　
功

最
上

郡
金

山
町

大
字

金
山
5
0
8
番

地

２

（
般
－
３
）

第
4
0
0
5
5
8
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
及
び
と
び
・
土
工
工

事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
1
.
2
9

髙
橋
興
業

髙
橋

至
次

村
山
市
楯
岡
笛
田
四
丁
目
３
番
９
－

６
号

（
般
－
２
）

第
3
0
0
5
4
4
号

左
官
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
1
.
3
0
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有
限
会
社
酒
田
鉄
工
ク
ラ
ブ

齋
藤

俊
春

酒
田
市
大
宮
町
二
丁
目
３
番
地
の
2
1

（
般
－
３
）

第
7
0
1
2
8
2
号

管
工
事
業
、
鋼
構
造
物
工
事
業
、
機
械
器
具
設
置

工
事
業
及
び
清
掃
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
　
2
.
 
2

佐
久
間
建
設

佐
久
間
　
良
　
一

鶴
岡
市
西
荒
屋
字
宮
の
根
3
7
番
地

（
般
－
５
）

第
7
0
1
9
2
4
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
2
.
 
4

大
和
防
災

竹
田

正
弥

最
上
郡
戸
沢
村
大
字
神
田
1
8
1
9
番
地

２

（
般
－
３
）

第
4
0
0
7
0
5
号

消
防
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
2
.
 
9

庄
司
建
設
工
業
株
式
会
社

庄
司

茂
正

飽
海

郡
遊

佐
町

菅
里

字
十

里
塚
1
9
3

番
4
9
9

（
特
－
４
）

第
7
0
0
2
5
5
号

土
木
工
事
業
、
建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
左

官
工
事
業
、
と
び
・
土
工
工
事
業
、
石
工
事
業
、

屋
根
工
事
業
、
管
工
事
業
、
タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・

ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
、
鋼
構
造
物
工
事
業
、
鉄
筋
工

事
業
、
舗
装
工
事
業
、
し
ゆ
ん
せ
つ
工
事
業
、
板

金
工
事
業
、
ガ
ラ
ス
工
事
業
、
塗
装
工
事
業
、
防

水
工

事
業
、

内
装

仕
上

工
事

業
、

熱
絶

縁
工

事

業
、
造
園
工
事
業
、
建
具
工
事
業
、
水
道
施
設
工

事
業
及
び
解
体
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
　
　
　
2
.
1
0

豊
川
建
設
株
式
会
社

寒
河
江
　
範
　
明

西
置
賜
郡
飯
豊
町
大
字
手
ノ
子
2
4
1
6

番
地

（
特
－
５
）

第
6
0
0
2
3
3
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、
タ

イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
及
び
内
装
仕

上
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
　
　
　
2
.
1
2

株
式
会
社
大
達

尾
﨑

　
良

山
形
市
桧
町
一
丁
目
４
番
1
3
号

（
特
－
５
）

第
1
0
2
2
5
5
号

土
木
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
　
　
　
2
.
1
6

黒
田
電
気
工
事

黒
田

利
一

東
置

賜
郡

高
畠

町
大

字
元

和
田
3
4
6

番
地

（
般
－
３
）

第
5
0
0
1
0
6
号

電
気
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
2
.
1
7

佐
藤
博
建
築

佐
藤

博
幸

東
置

賜
郡

川
西

町
大

字
黒

川
6
7
4
番

地
の
１

（
般
－
３
）

第
5
0
0
2
4
7
号

建
築
工
事
業
及
び
大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
　
2
.
1
8

進
藤
工
務
店

進
藤

三
郎

東
田
川
郡
三
川
町
大
字
横
山
字
横
山

2
8
2
番
地

（
般
－
２
）

第
7
0
1
2
3
8
号

建
築
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

株
式
会
社
荒
正

荒
井

　
寛

山
形
市
成
沢
西
一
丁
目
1
0
番
６
号

（
特
－
２
）

第
1
0
1
1
0
1
号

土
木
工
事
業
、
建
築
工
事
業
、
と
び
・
土
工
工
事

業
、
舗
装
工
事
業
、
水
道
施
設
工
事
業
及
び
解
体

工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
　
　
　
2
.
2
8

有
限
会
社
菊
地
内
装

菊
地

　
努
　
新
庄
市
城
南
町
９
番
1
7
号

（
般
－
３
）

第
4
0
0
4
1
6
号

内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
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株
式
会
社
空
間
工
房

佐
藤

　
孝

東
田
川
郡
庄
内
町
余
目
字
下
梵
天
塚

3
5
番
地
９

（
般
－
２
）

第
7
0
1
6
8
7
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、
タ

イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
及
び
内
装
仕

上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
3
.
 
2

盛
進
管
工
事

今
田

精
一

山
形
市
大
字
山
寺
3
0
7
4
番
地

（
般
－
３
）

第
1
0
0
0
6
0
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
3
.
 
3

松
田
空
調

松
田

道
彦

寒
河
江
市
南
町
一
丁
目
３
番
1
9
号

（
般
－
３
）

第
2
0
0
4
5
0
号

管
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

矢
萩
架
設
工
業
株
式
会
社

矢
　
萩
　
つ
や
子

天
童
市
東
久
野
本
二
丁
目
1
2
番
2
0
号

（
般
－
６
）

第
1
0
1
9
4
3
号

と
び
・
土
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
3
.
 
4

オ
ー
ヌ
マ
建
築
事
務
所

大
沼

耕
志

寒
河
江
市
大
字
八
鍬
5
4
9
番
地

（
般
－
２
）

第
2
0
0
7
2
6
号

建
築
工
事
業
、
大
工
工
事
業
、
屋
根
工
事
業
、
タ

イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
工
事
業
、
鋼
構
造
物

工
事
業
及
び
内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
　
　
3
.
 
5

株
式
会
社
日
建
美
装

藤
岡

真
伍

上
山
市
金
瓶
字
北
1
7
番
地
４

（
般
－
２
）

第
1
0
0
6
1
0
号

造
園
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
3
.
 
6

有
限
会
社
庄
内
ア
ル
ミ

成
澤

孝
典

鶴
岡
市
宝
田
三
丁
目
９
番
4
5
号

（
般
－
５
）

第
7
0
1
3
8
0
号

ガ
ラ
ス
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

設
楽
技
建

設
楽

則
夫

西
村

山
郡

西
川

町
大

字
睦

合
丙
2
7
2

番
１
号
地

（
般
－
３
）

第
2
0
0
5
9
6
号

建
築
工
事
業
及
び
大
工
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建

設
業

同
同
　
 
　
 
3
.
 
9

株
式
会
社
オ
オ
ヒ
ラ

伊
藤

景
子

西
置
賜
郡
飯
豊
町
大
字
萩
生
4
4
0
0
番

地
４

（
般
－
４
）

第
6
0
0
4
5
1
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

石
工

事

業
、
鋼
構
造
物
工
事
業
、
舗
装
工
事
業
、
し
ゆ
ん

せ
つ
工
事
業
及
び
水
道
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一

般
建
設
業

同
同

青
木
電
気
工
事

青
木

久
雄

西
置
賜
郡
飯
豊
町
大
字
黒
沢
1
4
2
7
番

地

（
般
－
７
）

第
6
0
0
0
1
0
号

電
気
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

株
式
会
社
ア
サ
ヒ
総
建

佐
藤

正
志

鶴
岡

市
伊

勢
横

内
字

畑
福
1
1
2
番

地

の
２

（
般
－
３
）

第
7
0
2
1
4
4
号

土
木

工
事

業
、

と
び
・

土
工

工
事

業
、

石
工

事

業
、
舗
装
工
事
業
及
び
塗
装
工
事
業
に
関
す
る
一

般
建
設
業

同
同
　
　
　
3
.
1
0

株
式
会
社
北
日
本
ハ
ウ
ジ
ン

グ
奥

山
忠

道
山
形
市
大
字
沼
木
6
8
3
番
地
１

（
般
－
３
）

第
1
0
0
7
8
3
号

屋
根
工
事
業
、
板
金
工
事
業
、
防
水
工
事
業
及
び

内
装
仕
上
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同
　
　
　
3
.
1
9

小
野
建
設
株
式
会
社

小
野

　
勉

東
根
市
大
字
野
田
8
1
番
地

（
特
－
４
）

第
3
0
0
0
6
7
号

土
木
工
事
業
、
建
築
工
事
業
、
と
び
・
土
工
工
事

業
、
屋
根
工
事
業
、
舗
装
工
事
業
、
塗
装
工
事
業

及
び
解
体
工
事
業
に
関
す
る
特
定
建
設
業

同
同
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三
ツ
澤
保
温

三
ツ
澤
　
良
　
雄

酒
田
市
茗
ケ
沢
字
前
畑
1
3
1
番
地

（
般
－
４
）

第
7
0
1
5
2
4
号

熱
絶
縁
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設
業

同
同

エ
ネ
ル
ギ
ー
ジ
ャ
パ
ン
株
式

会
社

ア
バ
ス
　
ザ
ヒ
ル

長
井
市
十
日
町
二
丁
目
９
番
3
0
号
テ

ナ
ン
ト
Ｇ
Ｕ
Ｔ
Ｅ
Ｎ
Ｔ
Ａ
Ｇ
２
Ｆ
２

号
室

（
般
－
５
）

第
6
0
0
5
8
7
号

石
工
事
業
、
鋼
構
造
物
工
事
業
、
し
ゆ
ん
せ
つ
工

事
業
及
び
水
道
施
設
工
事
業
に
関
す
る
一
般
建
設

業

同
同
　
　
　
3
.
2
5
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